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はじめにはじめにはじめにはじめに    
    20世紀に入って、世界の経済は戦時期を除けば、長期的にはその規模を拡大し続けてい

る。第二次大戦後を考えれば、先進国は生産を中心とする経済から、GDPの 60％以上が消

費によって維持されるような消費が主体となる経済へ大きく変貌を遂げた。消費が誘導す

る経済は、人間の生活に必要な財の供給から、個人の嗜好によって選択できる財の供給へ

の変貌となって現れた。このような消費資本主義において、消費者の欲望を満足させるた

め、次々と新しい製品が生み出され、必要以上の生産が必然的に生じ、大量生産、大量消

費の世界を出現させた。現在では、経済活動が、これまで築きあげられてきた自然界の生

成・消滅サイクルを破壊し、地球上の生命を脅かすようになってきている。この問題は、

既に、大気汚染、水質汚濁、騒音などの公害問題として、また、成層圏オゾン層とフロン

問題、二酸化炭素と地球温暖化問題として表面化してきている。特に、地球温暖化問題は、

エネルギー問題とも密接にからみ、政策的にも難しい問題を多く内包している。 

このような情況の中で、「持続可能な発展」という概念が形成され、自然と経済成長の調

和の模索が続けられている。 

本研究は地球温暖化と経済成長について、長期的な解析を行い、特に「植林」が炭素税

などの経済的政策を緩和する効果について検討を行ったものである。本研究の成果が、地

球温暖化の経済的政策の初期段階における困難性の解決策の一つとして取り上げられ、「持

続可能な発展」に少しでも寄与できれば幸いである。 

本研究の実施にあたっては、多大な方々にお世話になった。特に、東京大学総合文化研

究科の松原望教授、東京大学新領域創成科学研究科の山地憲治教授ならびに退官された大

勝孝司先生にはゼミや個別にも数々の熱意のこもった指導や激励を賜った。この場を借り

て、心からお礼を申し上げる。また、東京大学工学系研究科の藤井康正助教授、立正大学

地球環境科学部の後藤真太郎教授、東京大学総合文化研究科の藤垣裕子助教授、東京大学

総合文化研究科の高橋正征教授には多忙の中、本研究に目を通していただき、貴重な意見

や示唆を賜った。諸先生方から頂いた数々のコメントは本研究を進めるにあたって、著者

の認識不足を補い、本研究の内容を充実させることに役立った。深く感謝の意を表したい。

もちろん、本研究の誤りは著者に帰するものである。 

最後に、大学院の諸君からは、有形、無形の支援を受けた。心から感謝の意を表したい。 
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1.1.1.1.    序論序論序論序論    
1.11.11.11.1    研究研究研究研究のののの背景背景背景背景    

 地球環境の研究は古くから行われてきた。初期の研究主題は主に物理化学を中心とした

モデル解析で、将来の環境変化を推定するものであった。その中には、成層圏オゾン層破

壊問題のさきがけとなったMolinaと Rowland[1974]の論文などのように、それまで安全で

有用な物質と考えられていたフロンが成層圏で光解離を起こし、塩素を遊離して、オゾン

層を破壊するという構造を明らかにしたものも含まれる。その後も、1986年のチェルノブ

イリ原子力発電所の事故で、世界規模への放射能汚染拡大が大きな問題となり、Kimuraと

Yoshikawa[1988]などのような汚染物質の反応、移流・拡散現象の構造的解明に焦点を当て

るような研究が中心であった。1985年には南極のオゾンホールが問題となり、すでに成層

圏オゾン層の破壊が始まっていることが観測データから示され、これがきっかけとなり、

1987年に「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」が採択された。1990

年前後からは、地球温暖化が問題となりはじめ、GFDL(米国地球流体力学研究所) の真鍋

ら[1986]、OSU（オレゴン州立大学）の Schlesingerら[1987]、MRI（気象研究所）のNoda

と Tokioka[1989]、Mitchellら[1989]がそれまでの物理化学的構造モデルよりも緻密で正確

な、3次元気候モデルによるシミュレーションにより地球温暖化の予測を行っている。一方、

成層圏オゾン層問題で明らかになったように、地球環境問題は、国際的な政策協調なくし

ては、解決できないということも明らかとなってきたため、政策の論理性が必要最低限の

条件として求められるようになった。このようなこともあって、その後の地球温暖化問題

では、各方面で政策の効果や経済的影響を同時に評価し、より適切な政策や最適な政策を

選択できる手法の研究が盛んに行われるようになった。 

 地球温暖化問題への取組が本格化した契機は，1992 年にリオ・デ・ジャネイロで開催さ

れた地球サミットである。このサミットでは、「環境と開発に関するリオ宣言」や「アジ

ェンダ21 」が採択され、そこでは、「世界各国は持続可能な開発の実現のために行動して

いくこと」が提起されている。また、地球温暖化問題への国際的取組を進めるための「気

候変動枠組条約」は、1994 年から発効している。1997 年には、京都市において、世界か

ら150 ヶ国を超える国々の政府代表やNPO が参加した第3 回締結国会議（COP3）が開催

され、先進工業国を対象とするものではあるが、各国の温室効果ガスの具体的削減目標と
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して、2008年から2012年の期間において、1990年に比べ先進国全体で少なくとも5％の排

出量削減を進めていくこととされ、主要国では、EU 及びスイスは8 ％、アメリカは7 ％、

日本及びカナダは6 ％という具体的目標が決定された。併せて，温室効果ガス削減のため

に、「共同実施」や「クリーン開発メカニズム（CDM）」、「排出権取引」などが京都メ

カニズムとして決定された。 

 COP3でまとめられた議定書の中で、CDMともからむ問題でもあるが、厳しい削減対策

の緩和策として、「新規植林および再植林で吸収する正味の炭素量を各国の削減量に加味」、

「他の国での温室効果ガスの削減量を自国の削減目標に加味」できるとする条項を付け加

られた。しかし、各国別の「新規植林および再植林」による二酸化炭素吸収量を加味でき

るとしたものの、技術的にも、政治的にもその数値上のレベルは決定できなかった。 

その後、2008年～2012年の目標達成がかなり難しいと判断した一部の締約国が、京都議

定書からの離脱の動きをみせた。このため、2001年ボンで開催されたCOP6の再会合

(COP6bis)において、日本やロシア、カナダに対して政治的に大幅に譲歩して、表1.1にあ

るように、吸収源として森林管理による吸収量クレジットの上限値を設定し、削減目標を

緩和した。 

 しかし、この妥協は、COP3における削減開始の1990年時点の『「森林」を前提として「植

林」「新植林」からの吸収量のみを認める。』といった理念から後退し、「森林管理」という

概念を持ち込んで、『既存の森林の吸収も認める。』といった事態に至ったことを意味する。

この「森林管理」の吸収量の上限は理論的な根拠があるわけではなく、日本、ロシア、カ

ナダの京都議定書からの離脱を食い止めるための性格が強く出ている。 

 京都議定書を批准した国は、基本的には設定された二酸化炭素排出量を削減することを

強いられることになるため、これを達成するには、何らかの政策が必要となってくる。現

時点で実施されている政策は各種存在するが、経済的効率性から適切な政策として炭素税

があげられる。既に実施されている炭素税は、EC諸国を中心に導入が図られており、内容

は表1.2のとおりである。 
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環境に敏感な北欧は 1990 年初期に炭素税を課しているが、その他には、1990 年中期に

はオランダ、後期及び 2000年台に入ってからはドイツ、イタリア、イギリスが相次いで導

入している。その内容はばらばらで、各国のエネルギー事情を反映しているが、ガソリン

だけを見てみると、１リットル当たり、1.3~13.3 円と開きが大きい。これを炭素トンあた

りに変換（ lKg /69.0 ）すれば、2,200 円/炭素トン～19,000 円/炭素トン（20 ドル/炭素ト

ン～172ドル/炭素トン、1ドル 110円換算）程度となっている。 

その後、2002年のCOP8に至るまで紆余曲折はあったものの、京都議定書の早期発効の条

件整備を行うため、京都メカニズムのルールや遵守の問題について検討が加えられ現在に

至っている。 

 

 

齋藤潔 社団法人電気工業会より抜粋 
（http://www.jema-net.or.jp/Japanese/denki/de-0110/de_04.pdf） 

表 1.1 森林管理吸収量を考慮した各国削減目標
の改訂
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出典：林野庁 http://www.rinya.maff.go.jp/puresu/h15-7gatu/0627-s9.pdf 

表 1.2 EC 諸国の二酸化炭素削減のための炭素税
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1.21.21.21.2 研究研究研究研究のののの目的目的目的目的    

前節で述べたように、COP6の再会合で決まった森林吸収量は、締約国の中で、削減が厳

しいとされる、日本、ロシア、カナダなどの諸国の削減量を緩和し、条約からの離脱を食

い止める政治的目的のため、既存森林の吸収分も含めた「森林管理」としての吸収で、京

都議定書を拡大解釈したものであった。 

このような状況においても、京都議定書で提示された「植林や新植林」による排出削減

効果がどの程度のものかを定量的に把握する研究は皆無であった。これは、今まで、「植林

や新植林」が既存森林に比べ、固定化される二酸化炭素が少ないと想定され、研究する意

味自体が薄かったためと考えられる。京都議定書の排出規制が、初期の段階で削減目標達

成が困難だという見解も多く、もし、大規模な「植林や新植林」を実施して排出規制を和

らげることが可能となれば、議定書の実効性も高くなると考えられる。このような有効性

がどの程度あるかは、COP6の再会合のように、政治的さじ加減で森林吸収量を考慮するの

ではなく、理論的に、削減目標値を緩和する定量的な「植林と新植林」の規模を求め、二

酸化炭素吸収効果を評価することで得られるものである。 

以上の観点から、本研究では、二酸化炭素排出削減量が設定された場合、植林や新植林

の吸収量を定量的かつ経済的に把握し、排出削減量の緩和レベルを長期時系列で評価する

手法の確立を目的とした。 

本研究の目的を達成するため、手法としては、経済－自然環境－森林生態系を統合した

モデルのなかで、最もシンプルで透明性の高い Nordhaus[1994]の Dynamic Integrated 

Model of Climate and the Economy(以下 DICEモデルと呼ぶ。) をベースとして拡充して

解析に用いた。このモデルは、植林と排出削減率を関連付け、排出削減を緩和する植林の

効果を評価できるように設計した。 
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2.2.2.2.    既存研究既存研究既存研究既存研究    
本研究は、経済－自然環境－森林生態系を統合した地球環境統合モデルを用いて、植林

の効果を評価することにあるため、以下の研究項目について既存研究を調査した。 

① 地球環境統合モデル 

② 森林生態系の二酸化炭素吸収 

③ DICEモデルの構造と問題点 

④ 植林に関する研究 

 

2.12.12.12.1    地球環境統合地球環境統合地球環境統合地球環境統合モデルモデルモデルモデル    

地球環境統合モデルの研究が盛んに行われるにつれ、この統合化の方向には大きく分け

て２つのタイプが生じた。ひとつは、「政策評価モデル」といわれ、政策をとったときに物

理的、生態学的及び経済学的、社会的結果の推計を行うもので、一般的には、決定論的な

モデルと確率論的なモデルの２つがある。もうひとつは、「政策最適化モデル」といわれ、

厚生の最大化や炭素排出量などの目標達成の費用を最小化する政策目標の下で、政策のコ

ントロール変数（炭素排出規制率や炭素税など）の最適化を行うものであり、一般的に、

排出や気候変動の影響に目標を設定するモデル、政策の費用と便益のバランスを探索する

モデル、不確実性の条件下で政策の意思決定を支援するモデルの３つのタイプがある。表

2.1は IPCC[1995b]における主要な統合モデルの概要である。また、各モデルをタイプ別に

分類すると表 2.2のとおりとなる。 

「政策評価モデル」は、政策そのもののシナリオを与えて、その影響を分析するもので、

「政策最適化モデル」は人間全体の厚生のシナリオを与えていると考えることができる。 

これらのモデルの先駆けとなった DICEモデルは、そのシンプルさや透明性、その構成

の完成度の高さから、今でもこのモデルを超えるものはないといえる。 

その後、統合評価モデルの種類は増え、より複雑化の傾向にあり、表には掲載されてい

ないが、3 次元気候モデルとの結合を行うものや、農業、生態系への影響を予測するもの、

エネルギーシステムの代替を推定するものなど多種多様となっている。日本においても、

気象研究所のMatsuoka, KainumaやMorita[1995]の AIMや東京理科大学のMori[1995]

のMARIAのモデル、東京大学の山地・藤井[1995]の New Earth 21が知られている。 
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しかし、これらのモデルを利用しようとしても、不明な部分が多く、実際上使用できな

いといてもよい。本研究では、植林の効果を評価するモデルを得るため、最も透明性の高

い Nordhausの DICEモデルをベースに拡充を図った。 

表 2.2にあるように、本研究に用いたモデル（以下本モデル）は、Nordhausの DICEモ

デルと基本構造は同じ（政策最適化モデルの費用便益型および目標型）だが、DICEモデル

で考慮していない森林生態系と植林を考慮しており、また、最適化では、他のモデルで全

く考慮されていない温暖化による効用の変化も考慮している。植林を考慮したモデルは

AIMがあるが、AIMは全球レベルの計算には不向きである。本モデルは全球レベルに特化

して、森林生態系や植林の効果を評価できるモデルとなっており、特徴的である。 
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表 2.1(1) 統合モデルの概略(1)（IPCC([1995b] より引用） 
発生源 空間 社会経済 地球物理 影響評価 不確実性 意思決定 

モデル名 作成者 

0:二酸化炭素 
1:他の温室効果ガス
2:硫酸エアロゾル 
3:土地利用 
4:その他 

0:地球 
1:大陸 
2:国 
3:格子 

0:外生 
1:経済 
2:技術選択 
3:土地利用 
4:人口 

0:全球 T 
1:1-D T,P 
2:2-D T,P 
3:2-D気候 

0:気温上昇率 
1:海面上昇率 
2:農業 
3:森林生態系 
4:健康 
5:水 
6:植林 

0:なし 
1:不確実性 
2:変動性 
3:確率論的 
4:文化論的 

0:最適化 
1:最適化温度 
2:ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 
3:意思決定ｼﾐ
ｭﾚｰｼｮﾝ 

AS/ExM Lempert(1995) 0 0 0 0 0 1 3 

AIM 森田ら(1994) 0,1,2,3 2,3 1,2,3,4 1,2 0,1,2,3,5,6 0 2 

CETA Peck(1995) 0,1 0 1,2 0 0 0 or 1 0 

Connecticut Yohe(1995ab) 0 0 1 0 0 1 0 

CRAPS Hamitt(1995ab) 0 0 1 0 0 1 3 

CSERGE Maddison(1995) 0 0 1 0 0 0 0 

DICE Nordhaus(1994) 0 0 1 0 0 0 or 1 0 

FUND Tol(1994) 0,1 1 1,4 0 0,1,2,3,4 0 or 1 0 

DIAM Grubb(1995) 0 0 1,2 0 0 0 or 1 0 

ICAM-2 Dowlatabadi(1995) 0,1,2,3 1,2 1,3,4 1,2 0,1,3 1,2,3 2,3 

IIASA WEC/IIASA(1995) 0 0 1 1 2 0 0 

IMAGE2.0 Alcamo(1994) 0,1,2,3 3 0,2,3 2 1,2,3 1 2 
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表 2.1(2) 統合モデルの概略(2)（IPCC[1995b]より引用） 
発生源 空間 社会経済 地球物理 影響評価 不確実性 意思決定 

モデル名 作成者 

0:二酸化炭素 
1:他の温室効果ガス
2:硫酸エアロゾル 
3:土地利用 
4:その他 

0:地球 
1:大陸 
2:国 
3:格子 

0:外生 
1:経済 
2:技術選択 
3:土地利用 
4:人口 

0:全球 T 
1:1-D T,P 
2:2-D T,P 
3:2-D気候 

0:気温上昇率 
1:海面上昇率 
2:農業 
3:森林生態系 
4:健康 
5:水 
6:植林 

0:なし 
1:不確実性 
2:変動性 
3:確率論的 
4:文化論的 

0:最適化 
1:最適化温度 
2:ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 
3:意思決定ｼﾐ
ｭﾚｰｼｮﾝ 

MARIA 森(1995ab) 0 0,1 1 0 0 0 0 
MERGE2.0 Mann(1993) 0,1 1 1,2 0 0 0 or 1 0 
MicroCAM Edmonds(1994ab) 0,1,2,3 2,3 1,2,3 2 0 0 2 
MIT MIT(1994) 0,1,2,3 2,3 1 2,3 0,2,3 1 0,2 

PAGE Commission of the
EC(1992) 0,1 1,2 1 0 0,1,2,3,4 2 2 

PEF Cohan(1994) 0,1 1,2 1 0 0 2 2 
ProCAM Edmonds(1994ab) 0,1,2,3 2,3 1,2,3,4 2 0,2,3,5 1 2 
RICE Nordhaus(1995) 0 1 1 0 0 0 0 
SLICE Kolsted(1993) 0 1 1 0 0 1 3 
TARGETS Rotmans(1995) 0,1,2,3,4 0 1,2,3,4 2 1,2,3,4 4 2,3 
本モデル 佐藤[2002] 0 0 1 0 0,3,6 0 1 
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表 2.2 統合モデルのタイプ分類（IPCC[1995ｂ]より引用） 
AIM 
IIASA 

IMAGE2.0 

MIT 

ProCAM 

決定論的 

TARGETS 

PAGE 

ICAM-2 

政策評価モデル 

確率論的 

TARGETS 

CETA 

Connecticut 

CSERGE 

DICE 

FUND 

DIAM 

MARIA 

MERGE2.0 

MiniCAM 

RICE 

費用便益型および目標型 

本モデル 

AS/ExM 

CETA 

CRAPS 

CSERGE 

DICE 

FUND 

ICAM-2 

MERGE2.0 

PEF 

政策最適化モデル 

不確実性型 

SLICE 
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2.22.22.22.2    森林生態系森林生態系森林生態系森林生態系ののののモデルモデルモデルモデル    

 国連食料農業機関(Food and Agriculture Organization of United Nation,以下 FAO)の

1995年データ（WRI[1998]）によれば、1995年時点の地球上の森林面積は、34.5億 haと

推計され、地球上の全陸地面積が約 130億 haであるから、1/4強の 26.5%が森林面積とい

うことになる。また、森林面積の減少傾向を見ると、5 年前(1990 年)には 35.1 億 ha と推

計されていることから、日本の面積のほぼ 1/3にあたる年 0.11億 ha減少していることにな

る。 

人間社会による大規模な破壊が始まる以前、約 8000 年前の森林面積が陸地面積の 45%

程度と考えられているから、森林面積のほぼ半分が何らかの人間活動の影響によって破壊

されたと考えられている。 

図 2.1 地球の炭素循環(IPCC[2001e]より引用) 

図 2.1に示されるように、陸生生態系における炭素サイクルをみると、二酸化炭素は、光

合成による総一次生産で毎年 120GtC/yr(年あたりの炭素ギガトン)が吸収されるが、半分の

60GtC/yrが呼吸で大気に戻され、半分が固定される。固定化された炭素は、一部は、落葉

や枯死などにより土壌に蓄積され、微生物の働きで 50GtC/yr が大気に戻される。さらに、

森林伐採や森林火災などで、9GtC/yrが大気に戻され、最終的に森林生態系に蓄積される炭

素は 1GtC/yr(IPCC[1995a]では 1.3GtC/yr)程度となる。    

 森林を含む植物が、光合成によって有機物を生産(総一次生産)し、一部は生活のため呼吸
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として消費され、残りの生産量(純一次生産)がそのまま体の増加（現存量増加）となり、そ

の内一部は、枯死脱落や動物によって捕食(被食)される。まとめると、以下のように表現で

きる。（植物の光合成による有機物の生産を一次生産といい、動物が食物をたべ、自分の体

を作ることを二次生産という。） 

   純一次生産＝総一次生産－呼吸量 

   純一次生産＝現存量増加量＋枯死脱落量＋被食量＋森林破壊＋収穫＋森林火災 

Leith[1975]は、Miami モデルで、森林生態系の一次生産をモデル化し、気温、降水量、

蒸発散量の依存性を定式化した。その後、Esser[1991]は Leithの気温、降水量の依存性に

土壌、二酸化炭素 の依存性を考慮して純一次生産量を定式化している。これらのモデルは、

地域レベルの純一次生産の地域的分布を求めることが目的で、全球モデルでの利用が難し

いものとなっている。すなわち、将来時点の全球レベル純一次生産を求めるには、地域の

気温、降水量、二酸化炭素のほか、土壌特性別面積比率が必要で、これら全てのデータを

推定して入力する必要があるが、全球レベルの時間変化を入力することは極めて難しいこ

ため。 

    

2.2.12.2.12.2.12.2.1    Lieth[1975]Lieth[1975]Lieth[1975]Lieth[1975]ののののモデルモデルモデルモデル    

 LiethはMiami Modelにおいて、純一次生産のデータは文献より収集し、また、気象の

データは Walter と Lieth[1960-1967]を用いて、純一次生産と気温、降水量および蒸発散

量との関係を統計的に定式化した。 

①一次生産と気温 

純一次生産量(Net Primary Productivity, NPP)は、 yearmkg //3 2 を超えず、シグモイ

ド曲線(sigmoid-logistic curve)で近似できると仮定して次式を得ている。(図 2.2) 

TT e
NPP ⋅−+

= 119.0315.11
3000 ········································································(2.1) 

)(:
)//(: 2

CT
yearmgNPPT

°気温

生産量温度依存による純一次
 

 

 



 13

 

図 2.2 純一次生産と温度との関係(Lieth[1975]より引用) 

 

②一次生産と降水量 

純一次生産は、気温との関係と同様に、 yearmkg //3 2 を超えず、飽和曲線(saturation 

curve)で仮定できるとして、次式を得ている。(図 2.3) 

( )P
P eNPP ⋅−−⋅= 000664.013000 ·····························································(2.2) 

)(:
)//(: 2

mmP
yearmgNPPP

降水量

次生産量降水量依存による純一
 

 
図 2.3 純一次生産と降水量との関係(Lieth[1975]より引用) 
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③一次生産と蒸発散量 

 純一次生産は、降水量との関係と同様に、 yearmkg //3 2 を超えず、飽和曲線(saturation 

curve)で仮定できるとして、次式を得ている。（図 2.4） 

( ))20(0009695.013000 −−−= vE
E eNPP ························································(2.3) 

)(:
)//(: 2

mmE
yearmgNTT

v

E

蒸発散量

次生産量降水量依存による純一  

 しかし、蒸発散量の結果として純一次生産が得られると考えると、問題がありそうに思

える。蒸発散は、日射量、気温や土湿などに依存し、これらが純一次生産に影響を与え、

その結果として蒸発散量が影響を受けると考えるのが妥当であろう。特に時間依存のモデ

ル化を行う場合、構造を決定する主要な要素は因果関係であるから、この蒸発散量と純一

次生産との関係は直接利用することはできないと考えられる。 

 

図 2.4 純一次生産と蒸発散量(Lieth[1975]より引用) 

 

④一次生産と光合成期間の長さ 

米国東部のデータから直線回帰で次式を導出した。しかし、式の形状は成長曲線（シグ

モイド曲線）の形状に近づくべきだとして、今後の課題としている。 
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SNPPS ⋅+−= 17.5157 ···········································································(2.4) 

)(:
)//(: 2

dayS
yearmgNPPS

光合成期間の長さ

る純一次生産量光合成期間の長さによ
 

 この式をみると、光合成期間が 365 日のとき純一次生産が 1730g/㎡/year で最大となる

が、赤道付近の純一次生産は最大で 2500前後（図 2.2、図 2.3の純一次生産最大値参照）

となる式(2.4)の結果とは一致しない。この式は不十分なものと Lieth 自身も認めている。 

 

図 2.5 純一次生産と光合成期間の長さの関係(Lieth[1975]より引用) 

 

2.2.22.2.22.2.22.2.2    Esser[1991]Esser[1991]Esser[1991]Esser[1991]ののののモデルモデルモデルモデル    

 Esser[1991]は Lieth[1975]の純一次生産と気温、降水量の関係を取り込み、さらに、純

一次生産と二酸化炭素濃度や地域特性を持つ土地の肥沃度を考慮したモデル(Osnabruck 

Biosphere Model)を開発した。モデルは以下の式で定式化されている。 

[ ]

)(
)(
),()(),(

)(
),()(),(),,(min),(

2 tFCO
mAG
mtAAmFAmtyield

mAG
mtAVmFmtNPPmtNPPmtNPP PT

⋅



⋅⋅





+⋅⋅=

······················(2.5) 
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( )),(000664.0

),(119.0315.1

13000),(
1

3000),(

mtP
P

mtTT

emtNPP
e

mtNPP

⋅

−

−⋅=
+

=
 

∑

∑

=

=
⋅

= )(

1

)(

1

),(

),()(
)( mO

o

mO

o

omAS

omASof
mF ·······················································(2.6) 

( )[ ]

240
11ln

4
)(1

1),( 80)(
2

2

⋅





 −−=

+=

−⋅= −⋅−

A
AR

mFA

eAmtFCO tCOR

··············································(2.7) 

ここで、 

)(:
(:

:
:

:
:
:
:

:
:
:

)(:

2

22

ppmvCO
NPP
yield

NPPCOFCO
fF

AV
AG
AA

of
o
m
t

大気二酸化炭素濃度

バイオマス重量）純一次生産

農産物の生産

増殖係数の

の重み付平均
自然植生の面積

全土地面積

農業面積
の土壌係数土壌種類

土壌の種類

グリッドセル
時間モデル年

 

である。 

しかし、全球モデルで用いる場合入力データとして、地域特性に応じた土壌データ等が

必要となり、複雑で扱いにくいものとなっている。 

 

2.2.32.2.32.2.32.2.3    筑後筑後筑後筑後モデルモデルモデルモデル    

 Seino と Uchijima [1992]は、1985 年に日本の植生を中心に開発した筑後モデル(Seino

と Uchijima[1985])を全球レベルの純一次生産（NPP）を算出するモデルに拡充して、以下

の式で算定できるとした。 
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



<⋅+
≥⋅+

=

⋅
=

⋅⋅= ⋅−

080.01018
013.318.10

:
)(:

)/(:

)(:
29.0

2

216.0 2

aa

aa

n

n

n
RDI

TT
TT

R
cmr

OHgcall
rl

R
RDI

IndexDrynessRadiativeRDI
ReNPP

年間正味の放射

年降水量

潜熱

放射乾燥インデックス

·················· (2.8) 

内嶋・清野は利用しやすい簡便な式を提示したが、NPP の二酸化炭素大気濃度の依存性に

ついてはモデルに含めていない。このことは、地球温暖化問題で、森林を扱う上では障害

となる。 
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2.32.32.32.3    DICEDICEDICEDICEモデルモデルモデルモデルのののの構造構造構造構造とととと問題点問題点問題点問題点    

DICEモデルはNordhaus[1994]によって構築された初めての地球環境統合モデルである。

このモデルの最適経済成長理論は、Ramsey[1928] の動学的最適化理論に始まり、

Cass[1965] や Koopmans [1965]らによって構築されたものである。Nordhausは、これに

地球温暖化のプロセスを組込み、生産や消費に与える影響を分析して、地球温暖化物質の

最適排出経路を算定し、これに対応する各種政策の検討を行っている。 

図 2.6は DICEモデルの構造である。DICEモデルは、大きく分けて 3つのブロックから

構成される。一つはマクロ経済ブロックで、経済活動の拡大再生産によって消費を増大さ

せ、それによって人間の効用が増大する一方で、地球環境に二酸化炭素などの温暖化物質

を放出する過程をモデル化したものである。２つめは、気候変動予測ブロックで、マクロ

経済ブロックから排出された二酸化炭素などが海洋で吸収を受け、大気に残留する二酸化

炭素などの温暖化物質によって地球に温暖化をもたらし、その結果、被害が生じる過程を

モデル化するものである。最後の１つは、統合ブロックで、マクロ経済ブロックと気候変

動ブロックを統合して、温暖化物質放出の社会的限界費用(外部費用)と温暖化ガス削減の費

用のバランスによって世界総生産を決定するメカニズムと、総割引効用を最大化するよう

に排出削減レベルと投資レベルを決定するメカニズムをモデル化することで、全モデルを

統合している。 

 

図 2.6 DICEモデルの構造（山地[1995a]より引用） 
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Nordhaus[1994]の開発した DICEモデルは、気候変動と経済との統合モデルとして、最

もシンプルであり、わかり易く、示唆に富むモデルであるが、以下のような問題点を含ん

でいる。 

①①①①    効用関数効用関数効用関数効用関数    

人間の効用関数として、消費の増加が、人間個人の効用を増加させる構造になっ

ているが、同じような機能を持つ安い車と、割高なエコカーでは、エコカーが売れ

るケースも見られる。また、企業行動としても、ISO14000を取得し、「環境報告書」

を開示することで、毎年の環境負荷を減少させる行動をあえて自ら選択する企業が

増えてきた。さらに、小中学生への環境教育で、今後割高でも「地球に優しい」商

品を選択することが、個人の効用を高める選択になりうる可能性も先進国には出て

きたと言える。これは、個人の効用が消費のみではなく、環境に対しても何らかの

形で存在すると考え得ることを示している。しかしながら、このような地球環境問

題への関心の高まりが、地表温度上昇が効用を押し下げる効果をもつ消費行動とし

て現れ始めていることが、DICE モデルばかりでなく、他のモデルでもモデル化さ

れている例はない。 

②②②②    海洋海洋海洋海洋    

 DICE モデルでは、二酸化炭素の海洋吸収は大気と海洋の濃度勾配に依存して決

まり、海洋も浅層と深層との 2層となっており、実際の観測結果から得られる濃度

勾配よりも大きくなる。海洋表面では、大気二酸化炭素濃度の変化のうち 1割程度

しか海洋表面の二酸化炭素濃度変化に寄与しない（ルベール係数）といわれており、

濃度が高くなるにしたがって、DICE モデルでは海洋吸収が過大推定になるものと

思われる。更に、海洋上層と下層の二層構造しかもたないということは、下層と上

層が急激な濃度勾配になることを意味し、上層から下層へ二酸化炭素がより多く輸

送される可能性が高く、これも海洋の吸収を過大に推定する要因にもなる。DICE

モデルは森林生態系のモデル化を行っていない分、海洋で過大に推定しているとも

いえるが、海洋と森林生態系での二酸化炭素吸収量は非線形であることを考えると、

海洋のみの吸収源とすることには無理があるといえる。 
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③③③③    森林生態系森林生態系森林生態系森林生態系    

 DICE モデルでは、森林生態系がモデル化されていない。他のモデルでは、地域

特性をパラメータとして多く含むモデルが多く、全球レベルで、扱いにくい。排出

削減と植林との代替関係を理論的にとらえたモデルはない。 

④④④④    全体的問題全体的問題全体的問題全体的問題    

二酸化炭素の排出と損害が生じることの間にはタイムラグがある。これは、二酸

化炭素などの排出から地球温暖化を経て、生産抑制に影響するフィードバックは、

二酸化炭素の大気への蓄積や輸送による遅れによって、弱いものになり、結果とし

て将来の気候変動のコストを支払うため経済を成長させる必要が生じることになる。 

 

 森林生態系の既存研究は前節でふれたので、それ以外の問題点に関する既存研究での状

況を DICEモデルとともに以下に検討する。 
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2.42.42.42.4    効用関数効用関数効用関数効用関数にににに関関関関するするするする既存研究既存研究既存研究既存研究    

（（（（１１１１））））DICEDICEDICEDICEモデルモデルモデルモデルのののの効用関数効用関数効用関数効用関数とととと目的関数目的関数目的関数目的関数    

DICEモデルでは、世界総生産は次式で与えられる。 

)()()()()( )1( ttKtLtAtY Ω= − γγ ·················································· (2.9) 

2

2

)(
1

)(1
)(

1

1
θ

θ 







+

⋅−
=Ω

b

b

T
tT

tEb
t ·······························································(2.10) 

ここで、 

 

 

 

 

 

 

 

 

DICE モデルの世界総生産は、一義的には生産関数できまるが、実質的な世界総生産は、

排出規制コストと気候変動による損害で減額されたものになる。また、この世界総生産は、

消費と投資として循環していくが、この消費と投資との配分は、以下の割引総効用を最大化

するように決定される。効用関数はベルヌーイ型の効用関数を使用している。この効用関数

を使って、割引総効用を次のように定式化している。 

∑ +
⋅=

t
t
tctLU

)1(
))(ln()(

ρ ····································································(2.11) 

 
( )

個人レベルの消費

割引率

個人レベルの効用関数

:
)(
)()(

:
:)(ln)(

tL
tCtc

tctu

=

=
ρ  

 

率損害額の世界総生産比

る費用排出規制によって生じ

基準時点の大気気温
大気気温

損害関数のパラメータ

ラメータ排出削減費用関数のパ

産出換算）パラメータ減少させる割合を表す

による損害が産出を排出規制と、気候変動

算出の資本弾力性

資本ストック

人口労働投入
技術係数技術水準

:)(
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:)(

)(:)(
)(:)(

2

2

1

1

21

21

θ

θ

θθ

γ


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b
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（（（（２２２２））））無形無形無形無形のののの損害額損害額損害額損害額    

Tol[1994]は「DICE モデルでは有形の損害額だけを考慮しており、無形の損害額が考慮

されていない」として、その無形の損害額の割引総効用を考慮する定式化をおこなった。 

式(2.10)では有形の損害額しか考慮していないが、無形の損害額は、有形の損害額と同型

の関数系で表されると仮定する。そして、有形の損害額の場合には、消費と投資に影響を

与えるが、無形の損害額の場合には、全て消費に影響し、消費の減少となって表れると考

え、無形の損害額の定式化を行った。無形の損害額は、効用の変化したことによる結果で

あるから、式(2.12)の消費 )(tc が無形の損害額によって縮小すると考えていることになる。

結局、割引総効用を定式化すると次式となる。 

∑ +






















⋅−⋅

=′
t

t

B tL
tY

T
tTtctL

U
)1(

)(
)()()(ln)(

2

3

ρ

θ
θ

·····································(2.12) 

  影響の強度温暖化の効用に与える:3θ  

 これは、効用関数が変化したのと同じ効果をもつが、消費と効用の関係は維持しつつ、

あたかも消費が変化したように考えることで、目的関数の中に、直に大気温度を持ち込み、

DICEモデルでとらえきれない、無形の損害額を表現した。 

 

（（（（３３３３））））効用関数効用関数効用関数効用関数のののの環境要因環境要因環境要因環境要因    

柳瀬[2002]は、代表的消費者の効用水準は財･サービスの消費水準と、環境の質に依存す

ると仮定して、効用関数を以下の関数として定義した。消費者の効用が環境の質にも依存

するというのは、環境のアメニティとしての機能を定式化したものである。 

 

),,,( PSECUU = ·································································(2.13) 

ここで、 

準環境汚染のストック水

準自然資源のストック水

汚染排出量のフロー

消費水準

:
:
:
:

P
S
E
C
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とする。 

 効用関数は凹関数で、以下の性質を持つと仮定している。 
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∂∞=
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lim,0lim,0,0

0lim,lim,0,0

02

2

02

2

02

2

02

2

·······················(2.14) 

 消費水準 Cについての式(2.14)は、消費量の増加が効用を高めるが、消費の限界効用は逓

減することを表している。自然資源ストック S の増加における環境の質についても同様で

ある。また、汚染レベルの増加による環境悪化は消費者の効用を低下させ、限界不効用は

逓増すると仮定される。排出汚染のフローE と環境汚染ストック P についてはこのことを

示している。柳瀬[2002]は、効用関数に環境要因を組み込む方式を理論的に導いているが、

その効用関数の具体的形状（関数形）には触れていない。    

    

（（（（４４４４））））宇沢宇沢宇沢宇沢のののの効用関数効用関数効用関数効用関数    

    宇沢[1995a]は「地球温暖化によってもたらされる気候条件の変化、それに伴う自然環境

ならびにエコロジカルな環境の激変は人々の生活に大きな影響をもたらす。それは、究極

的には、効用基準ないしは選好関係の変化となって現れる。」として定式化した。効用尺度

)(cyy = は単に最終消費cだけではなく、大気中の二酸化炭素濃度に依存するとして、 

))(),(()( tVtcyty = ········································································(2.15) 

という関数系で表現し、 ),( Vcy は ),( Vc に関して凹で、連続的に微分可能と仮定している。 

ただし、 ),( Vcy はcにかんしては単調増大関数で、V に関しては単調減少関数となって

いる。更に、宇沢は、この効用尺度を変数分離できると仮定し、次式を導いている。 

))(())(())(),(()( tVtcutVtcyty ϕ== ·················································(2.16) 

ただし、 )(cu はcについて単調増大、 )(Vϕ はV について単調減少になっていて、それぞ

れ凹で連続微分可能としている。また、 )(Vϕ 次式で表されるとした。 
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βϕ )()( VVV −=
)

·················································································(2.17) 

10
:
:

<< β
β すパラメータ響に対する感受性を表人々が地球温暖化の影

界値大気中の二酸化炭素臨V
)

 

しかし、宇沢は、理論的展開はしているが、効用関数が変化したことによる経済的な影

響や、二酸化炭素の大気濃度の時間経路は明らかにしていない。 
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2.52.52.52.5    海洋海洋海洋海洋でのでのでのでの二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収    

（（（（１１１１））））DICEDICEDICEDICEモデルモデルモデルモデル((((Nordhaus[Nordhaus[Nordhaus[Nordhaus[1994199419941994]]]]))))    

 DICEモデルでは、海洋での二酸化炭素吸収を次式で表現している。大気圏、海洋混合層

および海洋深層の 3 層を考え、大気圏と海洋混合層はよく混合されているとして、次式を

導いている。 

2231
*

1 )1()1()( mtmtEtm αβαβ ⋅+−+−⋅= ···············································(2.18) 

)1()1()1(1)( 2231

*

2 −−+−







−= tmtmtm α

β
α ··············································(2.19) 

排出量

量の大気残留比率貯留層

の輸送率深海から海洋混合層へ

からの伝達係数大気圏＋海洋混合層）貯留層

量深海の

量大気圏

2

2

23

*
22

21

:
CO:

:
(:
CO:
CO:

COE

m
m

β
α
α

 

添え字１は大気圏、2は深海、3は海洋混合層（50～100ｍ程度の深さまで）を意味する。

31 ,mm は大気圏二酸化炭素濃度と海洋混合層二酸化炭素 濃度で、よく混合していると仮定

している。また、大気圏の二酸化炭素 と深海の二酸化炭素の間には、直接的フローがない

と仮定している。さらに、森林や他の生物圏との間に二酸化炭素 の交換もないと仮定して

いる。 

 大気圏では、貯留層(大気圏と海洋混合層を一つと考えたもの)の炭素量のβ 割が保持され

るとすれば、 )( 311 mmm += β である。式(2.18)は、(t-1)時点での大気圏の濃度が(t)時点に

は *α だけ大気圏に残留し、(t-1)時点に排出された Eと深層から輸送された二酸化炭素が負

荷され、そのβ分だけ大気に残留することを表現している。式(2.19)は(t-1)時点の大気圏の

1m が *α だけ輸送されると考えると、その輸送量に対応する海洋混合層の二酸化炭素量は

)( 311
* mmm += βα から、次式で求められる。 

1

*

3 1 mm 







−−=

β
α ······································································(2.20 ) 

深海では符号が逆のこの量が輸送されてくる。また、深海の二酸化炭素量（濃度）は貯留

層に輸送されることになる。これらのパラメータは観測値の二酸化炭素量に合致するよう
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に決められるが、DICE モデルでは、式(2.18)、(2.19)で、 023 =α と置くことで式(2.21)の

ように簡略化している。 

)1(1)1()(

)1()1()(

1

*

22

1
*

1

−







−+−=

−+−=

tmtmtm

tEtmtm

β
α

βα
·························································(2.21) 

しかし、この仮定は、貯留層の二酸化炭素は深海での二酸化炭素量に依存しないことを意

味しており、深海は無限大のシンクになることを意味している。 

 

（（（（２２２２））））大気大気大気大気－－－－海洋表層間海洋表層間海洋表層間海洋表層間のののの二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素吸収吸収吸収吸収    

 Caldeira[2000]は、海洋の炭素サイクルモデルをまとめて紹介している。その中で、大気

圏の二酸化炭素濃度と海洋表層での二酸化炭素の化学平衡に基づく海洋表層での二酸化炭

素吸収量の定式化を紹介している。 

 混合層に投入された二酸化炭素は海水の温度や圧力などの物理的な条件(ヘンリーの法

則)に従って溶解し、表層中では、二酸化炭素、遊離炭素、重炭素イオン、炭酸イオンの形

態（溶存無機炭素）で化学平衡に達する。化学平衡に達した表層海水は、大気中の二酸化

炭素の増加に対して以下の化学反応で重炭酸イオンを生成し、解離平衡に従って、各形態

の溶存無機炭素に再分配される。 
−− →++ 3

2
322 2HCOCOOHCO ···········································(2.22) 

この変化の過程で、大気中の二酸化炭素の増加率を海洋表層の溶存無機炭素の増加率で

割ったルベール係数( Rζ ,buffer factor)式(2.24)が定義される。この係数がわかれば、以下の

ようにして、大気二酸化炭素濃度と海洋表面の濃度を算定できる。 

∆
∆

pCO pCO pCO
C C C

s s s

s s s

2 2 2 0

0

, , , ,

,

= −
= −

··················································(2.23) 

pCO s2, ：海洋表面でのCO2分圧 

pCO s2 0, , ：海洋表面の定常状態（産業革命以前の状態）のCO2分圧 

Cs：海洋混合層の全溶存無機炭素量 

Cs,0：海洋混合層の定常状態の全溶存無機炭素量 
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0,

0,,2

,2

s

s

s

s

R

C
C

pCO
pCO

∆

∆

=ζ ····································································(2.24) 

式(2.23)を変形し、大気と海洋表層を一体とした領域を考え、この領域の濃度をCmix、大気

の海洋表面の分圧に対応する濃度をCairとすれば、 

pCO C
pCO C
C C C

s air

air

s mix air

2

2 0 0

,

, ,

=
=

= −
···································································· (2.25 ) 

よって 

airs
R

mix
air

s

R
air CCC

C
C

C −







−−= 0,

0,

0, 111
ζζ

································(2.26) 

整理すれば、混合層の濃度を知ることにより、式(2.27)、(2.28)で大気濃度と海洋表面濃度

を求めることができる。 

0,

0,

0,

11

11

air

s

R

s
R

mix

air

C
C

CC
C

ζ

ζ

+









−−

= ·····················································(2.27) 

airmixsea CCC −= ··································································(2.28) 

 ルベール係数は、図 2.7のように計測されている。 

 

図図図図 2.72.72.72.7
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この図からルベール係数が高緯度の寒冷水温海域で 14、低緯度の高水温海域で 8の範囲に

あり、平均的には 10程度となっている。 

【（【（【（【（参考参考参考参考））））ルベールルベールルベールルベール係数係数係数係数のののの概算概算概算概算】】】】    

海洋の表面では無機溶存炭素は以下の３種の化学平衡が成立するとすれば 

CO CO H O HCO
CO CO HCO

2 3
2

2 3

2 3
2

3

2

121175

+ + ↔

=

− −

− −[ ]:[ ]:[ ] : :
············································(2.29) 

[ ]
[ ][ ]

.HCO
CO CO

const3
2

2 3
2

−

− = ···························································(2.30) 

また、重炭酸イオンが優勢なことから、 

[ ][ ] .CO CO const2 3
2− = ····························································(2.31) 

イオン価の保存から 

[ ] [ ] .HCO CO const3 3
22− −+ = ······································································(2.32) 

以上のことから、海洋表面の全炭素と二酸化炭素の相対的変化の割合ζは次式で表され

る。 
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(3.31)式から(3.33)式の d CO d CO[ ] / [ ]2 3
2− を求めると 

][
][

][
][

2
3

2
2
3

2
−− −=

CO
CO

COd
COd ····························································(2.34) 

よって(3.33)式は以下のように表現できる。 

ζ = + = + =
− −

−
[ ] [ ]

[ ]
.HCO CO

CO
3 3

2

3
2

21 175
21

9 3 ··································(2.35) 

このζ(ルベール係数)は図 2.7のほぼ平均的な値に近い。 
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（（（（３３３３））））海洋下層海洋下層海洋下層海洋下層ののののモデルモデルモデルモデル化化化化    

海洋表層で溶け込んだ二酸化炭素は、海流や拡散によって、水平、鉛直方向へ輸送され

ていく。温暖化問題を地球全体の問題としてとらえ、地球の平均的な挙動を問題にしてい

るため、海洋の水平的な変動は年間を通して平均すれば、大きな変動は少ないと考えられ

る。一方、鉛直方向の変動は、年間を通してわずかではあるが、表層から深海へ輸送が優

位に存在する。この過程は、Hoffert[1981]が The Upwelling Diffusion モデルとして、拡

散係数 zk と鉛直方向の流速wを用いて、鉛直一次元の拡散方程式で表現した。 

z
Cw

z
Ck

t
C

z ∂
∂+

∂
∂=

∂
∂

2

2

····························································(2.36) 

ここで、 zk は Jainら[1995]は、 yrm /700,4 2 を用いている。Nakanoと Suginohara [2002 ] 

では北太平洋の 1000-4000 m では， )/1(/154,3 22 scmyrm  程度の値を採用している．

Munk と Wunsch [1998]では，深層水形成量から見積もって 100-4000m で 同様に、

)/1(/154,3 22 scmyrm としている。 
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2.62.62.62.6    植林植林植林植林のののの既存研究既存研究既存研究既存研究    

 植林の研究は、植林可能面積や植林の種類に関するものが多い。統合モデルで植林を扱

ったものは見当たらない。 

（（（（１１１１））））植林可能面積植林可能面積植林可能面積植林可能面積    

小木[1998]は森林可能面積について、以下のように評価している。 

植林可能面積の見積法は大きく分けて二つある。一つは世界的なデータにあるフ

ァクタを掛け合わせるトップダウン的な方法であり，もう一つは各国や地域ごとの

植林可能面積を積算して足しあわせるボトムアップ的な方法である。ボトムアップ

法が優れていることは論をまたないが，国により統計基準が異なるなどこの方法で

世界の植林可能面積を明らかにすることは，事実上不可能である。 

 現在までに推定された植林可能面積の範囲を図 2.9 に示す。植林可能面積の見積

値 60～2,000Mha と非常に大きく変動しているが，これは「技術的に可能」と思

われる土地を単純計算した例（Max:2,000Mha）から経済性にみあう土地を限定算

出した例（Min:67Mha）や海水による灌漑を考慮した例などと，試算に用いた算定

ファクタ，算定方法が大きく異なるためである。 

 本研究では FA0[1991]と FAO[1995][1997]の森林レポートを用いて「森林及び林地」か

ら「森林」を除いた「その他の林地」を植林可能面積として計算した。その結果 1990年ベ

ースのデータでは、744Mhaが植林可能面積であり、その後 1997年に修正されたデータで

は 1,670 Mhaが植林可能となっている。744Mhaは図 2.9の 500～800Mhaの範囲に入っ

ているが、1,670Mhaは、ほぼ上限の値となっている。これらのことから、以下の章におい

て、本研究では、744Mhaが植林可能面積として設定する。 
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（（（（２２２２））））植林植林植林植林コストコストコストコスト    

 IPCC[1995c]では、植林や森林管理の費用として、土地を植林に代替する費用（土地費用）

と植林や森林管理自体の費用（処理費用）とに分離して記述されている。このうち、グロ

ーバルな観点から研究されているものを抽出すると表 2.3となる。 

 

  表 2.3 植林の土地費用と処理費用 

研  究 土地費用($/ha) 処理費用($/ha) 合計($/ha) 

Sedjo and Solomon [1989]  400 400 800 

Nordhaus [1991c] 20～200 400～520 420～720 

 

 この結果から Sedjo and Solomon [1989]の値は、ほぼNordhaus [1991c]の上限値であり、

植林のコストが高めであることが、植林の効果が低くなることを意味しているため、安全

側に考え、Sedjo and Solomon[1989]の 800$/haを用いることにした。 

    

図 2.9 文献による植林可能面積 
（小木[1998]より引用、破線は筆者追加）
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3.3.3.3.    DICEDICEDICEDICEモデルモデルモデルモデルのののの拡充拡充拡充拡充    
3.13.13.13.1    基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    

本研究で用いる経済成長モデルは、効用関数に環境変化の影響を取り込んで、

Nordhaus[1994]の DICEモデルを組替えたものである。一方、地球温暖化を推定するモデ

ルは、拡散方程式を基本とする炭素サイクルモデルに、大気、海洋圏ばかりでなく、森林

生態系を考慮したモデルなどを結合して、地球温暖化を推定するものとなっている。経済

成長のモデル化にあたっては、Nordhaus[1994]と同様に全世界を単一部門マクロ経済の成

長モデルとして考え、気候変動予測モデルも全地球モデル（必要に応じて細分化）として

考えている。この全体像は図 3.1 のようなものとなる。この図では、一点鎖線の上部がマ

クロ経済モデルの構造となっており、下部が森林生態系モデルを含む気候変動予測モデル

の構造となっている。 

マクロ経済モデルでは、次のようにモデル化をおこなった。労働力、資本や技術（進歩）

を導入し、外部費用である損害額を内部化して生産(世界総生産)を行う。さらに生産は投

資と消費に振り分けられる。投資の結果、資本は増加し、拡大生産に寄与することになる。

一方、生産の増大は消費をも増加させ、結果として、個人の効用を増加させるものと考え

ている。 

しかし、先進国では、同じ機能しかない自動車でも値段の高いエコカー（たとえば、二

酸化炭素排出量を抑えた車で、電気自動車など）が売れる現象や、グリーンマーケティン

グに見られるように、地球環境にも配慮した製品作りが、個人の消費行動にも影響を与え

るようになってきた。効用は消費のみではなく、地球温暖化の進行度合いによっても影響

を受けるとして考えることがより自然となっており、効用が気温の影響を受ける場合も想

定してモデル化した。その他の部分については、基本的には DICE モデルの構造にしたが

っている。 

また、気候変動予測モデルでは、次のようなモデル化を行った。生産に対応して二酸化

炭素が排出され、それが大気に蓄積される。そして、一部は海洋に吸収され、更に深海に

輸送されて固定化される。また、一部は森林などの植生によって固定化され大気から除去

されるが、一部は、森林伐採、枯死、さらには火災などによって、大気に還流する。大気

に残留した二酸化炭素は温室効果によって、地上付近を暖め、海面上昇、砂漠化が進み、
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農産物収穫量の低下などをもたらし被害が生じると考えている。 

 大きく２つに分割されたモデルは、以下のようなインターフェースで連結される。マク

ロ経済モデルから気候変動予測モデルへは、生産過程から大気に二酸化炭素が排出される

ことで連結され、気候変動予測モデルからマクロ経済モデルへは、大気の二酸化炭素濃度

の増加による温暖化によって生じる損害額が、生産における外部費用として内部化される

ことで連結される。 

 更に、経済活動と地球環境とのトレードオフを評価するものとして、マクロ経済モデル

の消費と気候変動予測モデルの気温を含む効用関数を定義し、２つのモデル間のバランス

をとるものとした。 

 

 

 

     は本モデルで大幅
に変更もしくは追加したもの 

は Nordhaus(1994)
とあまり変わらないもの 

人口
割引総効用 
最大化

割引率 

消費

生産技術進歩 

二酸化炭素 
排出量 

労働
投資

資本

消耗 

大気 
二酸化炭素濃度 

海洋上層 
二酸化炭素 

海洋深層 
二酸化炭素 

森林生態系の 
二酸化炭素  

参照温度 

森林伐採、土壌 
枯死、火災 

植林 

温暖化

損害額
排出削減 

図 3.1 モデルの全体構造 
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3.23.23.23.2    効用関数効用関数効用関数効用関数とととと割引総効用割引総効用割引総効用割引総効用のののの最大化最大化最大化最大化    

 前 2章の既存研究で述べた Tol[1994]の研究で論じられているように、DICEモデルの効

用関数には、現時点(1994 年)で考えられる有形な損害額は考慮されているが、無形な損害

額は考慮の対象外となっている。無形の損害額は実証できないという意味では理解できる

が、効用という概念が「豊かさ」であって、「無形」であっても「有形」であっても、共に

「豊かさ」の対象になることは言うまでもない。DICEモデルでは「豊かさの水準（効用水

準）」が財の消費によって決まるとし、「財がどれだけ消費可能か」は世界総生産によって

決まるため、世界総生産を議論の中心にすえている。そして、地球温暖化の影響を、世界

総生産が生じる時点と同時点の「損害額」としてとらえ、世界総生産から控除する形態と

して扱っている。 

1998 年にノーベル経済学賞を受賞したアマルティア・セン(Sen[1997])の「潜在能力アプ

ローチ」は、私たちの生活の「豊かさ」が、「十分な栄養が摂れている」「予防できる病

気にかからない」「教育を受ける」などといった要素に分解することができるとして、こ

れらを「基礎的な機能」と呼んでいる。また、このような「基礎的な機能」以外に、「自

尊心を持つ」「社会活動に参加する」などといった機能もあり、これらは「複雑な機能」

と呼んでいる。そして、このような機能の集合、すなわちどんな生活が達成できるのかと

いう範囲が「潜在能力」と呼ばれており、これらは世界総生産に直接結びつく手段ではな

いが、センが言っているように、「選択の幅の広さは自由の程度を示している」ことにな

り、環境の選択も選好の基準として入ってくることは当然といえる。 

このセンの効用の考え方と同類の考え方で、地球環境問題をとらえたのが、宇沢[1995]

と柳瀬[2002]である。柳瀬は単に、環境要因を効用に取り込んだだけであるが、宇沢は、そ

ればかりではなく、環境要因に臨界値と人間の地球温暖化の影響に対する感受性を表すパ

ラメータを導入して、定式化を行っている。宇沢の臨界値とは、「地球温暖化によってもた

らされる気候条件、自然的ならびにエコロジカルな環境が激変し、人類の生活に重大な脅

威を与えることになると考えられるような臨界値」と定義されている。 

この臨界値の導入は、第 2章の DICEモデルの問題点としてあげた、全体的問題、「二酸

化炭素の排出と損害が生じることの間にはタイムラグがある。これは、二酸化炭素などの

排出から地球温暖化を経て、生産抑制に影響するフィードバックは、二酸化炭素の大気へ
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の蓄積や輸送による遅れによって、弱いものになり、結果として将来の気候変動のコスト

を支払うため経済を成長させる必要が生じることになる。」を解く鍵にもなる。 

この問題は一般的には、効用そのものの問題ではなく、割引総効用最大化の問題として

とらえられている。Nordhaus と Cline の割引率に関する議論(IPCC[1995c])も、結局のと

ころ地球温暖化の影響としての損害額が、その原因となる二酸化炭素排出の時点から遅れ

て生じるため、その影響を割り引いて考えると、過大な生産になるというものであった。

この問題の回避策は Cline のいうように割引率を 0 にすれば確かに後年度の影響も同じ扱

いになり、現時点の総効用に影響を与えるものになるが、損害額が費用である以上、割引

かれなければ経済的扱いにはならない。割引率を０にするという選択は、実は、そこに環

境の価値は現世代と将来世代で割引いて考えるべきではないという価値判断が働いている。

この価値判断は、元来ならば、効用として考えなければならないもので、二酸化炭素排出

の影響による温暖化の水準と効用との関連付けができれば、解決できるともいえる。 

この温暖化の水準とは、相対的な水準と絶対的な水準の 2 通り考えることができる。し

かし、温暖化の問題に関しては、Broecker[1988,1994]が提起したように、海洋大循環のコ

ンベアーベルトが温暖化によって弱められ、決定的な気候変動が起きるという理論もあり、

臨界値があると考えるのが妥当であろう。このように考えると、臨界値を設定して、温暖

化の水準を計り、効用に組み込むことが適切であるといえよう。 

 以上のような観点から、宇沢(1995)の考え方を参考として、効用関数に温暖化の水準を取

込み、定式化を試みた。 

 前述したように、個人は地表面温度が上昇することに対して、将来訪れるであろう気候

の臨界的現象に危機感を感じ、買いもの袋の持参、紙の裏を使用、あるいは割高なエコカ

ーを購入するといった行動を起こす場合がある。これは、社会的厚生関数には含まれない

効用意識が背景にある。結局、消費することの不効用、言い換えれば、消費を減らすこと

の効用が存在することを意味している。あるいは、Tol[1994]のいうように、直接消費に影

響するのではなく、温暖化が進むことへの不安を仮想的損害と評価して、損害を回避する

ため消費を抑える行動に現れたのかもしれない。いずれにしても、実際上は厳密な意味で

の社会的厚生関数だけでは、現実の行動を把握できなくなっているように思われる。そこ

で、今、宇沢[1995a, 2003]のように、DICE の効用関数 )(tu が気温変化の影響を受けると



 36

仮定し、新たに効用関数 )(tv を導入し、次のように定式化する。 

))(),(),(()( tTtLtcvtv ∆= ···································· （3.1） 

c t( ):一人あたりの消費 

:)(tT∆ 大気温度変化 

L t( ):人口 

 ここで、 ),,( TLcv は連続的に微分可能で c , Lに関して単純増大関数、T に関して単純

減少関数とし、関数 ),,( TLcv は )(),(),,( TYLcXTLcv = のように変数分離が可能と仮定し、

環境項として、 )(TY に以下の形の関数系を仮定する。この関数系は、温度の臨界値(以下 

温度許容水準と呼ぶ。）の近傍まではなだらかに減少するが、近傍では急激に減少する関数

（感度βTに依存）となっており、人間の危機意識の表現としては納得のいくものと考えら

れる。 

max
maxmax

max )(1
)(

)( TT

T

T
tT

T
tTT

TY ∆<∆







∆
∆−=








∆

∆−∆
=∆ δ

ββ

··········· （3.2） 

maxT∆ ：産業革命以前からの温度許容水準 

:)(tT∆ 産業革命以前からの温度変化 

:Tβ 地球温暖化の影響に対する人間の感受性を表すパラメータ

10 << Tβ  





∆≥∆
∆<∆

=∆<∆ )(0
)(1

max

max
max TT

TT
TTδ  

この変化傾向を見るために、例として、感度パラメータβが 0.1,0.2,0.3 の時に大気温

度の変化によってどのようなファクタとなるかを図 3.2 に示す。 
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図 3.2 気温の評価基準への影響 

 

ここで、X c L( , )は DICEモデルの効用関数u c L( , )と同じとすれば、本研究では、DICE モ

デルの効用関数やその効用関数に対応する目的関数が以下のように定義される。 

効用関数は式(3.3)のように定義される。 

T

T
tTtctLtTtLtcv

β









∆
∆−⋅⋅=∆

max

)(1))(ln()())(),(),(( ·························· （3.3） 

また、目的関数となる割引総効用最大化は式(3.4)で定義される。 

( ) ττττµ τρ
β

de
T
TcLttIV t

ttc

T

)(

max
))((

)(1)(ln)(max))(),(( −⋅−∞









∆
∆−⋅⋅= ∫ ·············· (3.4) 

この式は、温度許容水準の近傍まではなだらかに減少するが、近傍では急激に減少する

関数になっており、この急激な変化は、βという人間の温暖化に対する感受性のパラメー

タによって決まってくる。人間の危機意識の表現としては納得のいくものと考えられる。 

 温暖化の影響を考えない効用関数では、消費者はcの消費で効用uが得られるはずである。

しかし、図 3.3に示されるように、温暖化の影響を受けると考える効用関数では、温暖化で

温度が )(tT ℃に達したとき、消費者は、温暖化に対する不効用で、消費を 'cc → に下がっ

たときと同じ効用 'u しか得られないから、温暖化によって効用曲線が AA ′から BB ′に変わ

ったと考えることができる。 
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c

log(x)

α*log(x)

c’ 

u’ 

u 

温暖化により減少する効用 

A B 

A’ 

B’ 

 

図 3.3 温暖化による影響を受けた場合の効用関数 
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3.33.33.33.3    マクロマクロマクロマクロ経済経済経済経済モデルモデルモデルモデル    

 マクロ経済モデルは、Nordhaus[1994]の DICEモデルをベースとして、若干のパラメー

タの修正を行ったものである。 

 図 3.4 は図 3.1 のマクロ経済の部分を抽出したものである。気候変動予測モデルとのイ

ンターフェース部分の二酸化炭素排出量と損害額の算定については、IPCC[2001b]を参考に

若干の修正を行っている。（ただし、損害額はモデルの統合の節で述べる。） 

 

図 3.4 マクロ経済モデルの構造 

 

 経済活動は、人的資源である労働と自然資源やエネルギーを投入して、その時点の技術

水準で財の生産を行い、人的資源の再生産のための消費や財の拡大再生産のための投資に

分配されるという一連の流れを持つ。この生産・消費の経済活動は、一方では、残余物と

して、廃棄物や、二酸化炭素などを環境に排出する。また、排出された残余物は、自然環

境の浄化作用(再生可能性)の範囲以内では影響は少ないか、あるいは無視できるが、現代

のように効率性を求めるあまり、大量生産が企業の生産活動の中心になると、この自然環

境の浄化作用をはるかに超える生産規模に達し、その影響は、農産物や水産資源の減少、

海面上昇にともなう水没など社会的被害として人間自身に跳ね返ってきて、トータルとし

ての生産(世界総生産)を押し下げることになる。 

 以上の一連の流れを、全世界を一国とする一財のマクロ経済を考えてモデル化する。 

(1)(1)(1)(1)世界総生産世界総生産世界総生産世界総生産    

 この国（全世界）の最終的な財・サービスの総生産量 Q(t)は、一般的によく使われる規

模に対して収穫一定のコブ=ダグラス型マクロ生産関数によって決定されるものと仮定す

る。 

人口 消費

生産技術進歩 

二酸化炭素排出量 

労働 投資

資本

消耗 

損害額

排出削減 
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γγ −

















⋅⋅Ω⋅=

1

)0(
)(

)0(
)()()()0()(

L
tL

K
tKtAtQtQ ·················· (3.5) 

ここで )(tK は時間 tの関数としての資本ストック、 )(tL は人的資源である労働、 )(tA は技

術水準、そして )(tΩ は排出削減による費用と温暖化による損害額の生産への影響を意味し

次元の整合性をとるため )0(),0(),0( LKQ はそれぞれ LKQ ,, の初期値でありこれを用いて

規格化している。また、γは資本の生産に対する弾力性で、DICE モデルでは 0.25 が採用

されている。この数値は次のようにして算出することができる。 

 全体の国民所得をY 、一国全体の資本をK、一国労働人口を L、生産関数を f とすれば

次式の関係を定義できる。 

),( LKAfY = ············································· (3.6) 

時間で微分すれば、 

dt
dK

dK
dfA

dt
dL

dL
dfA

dt
dAf

dt
dY ++= ··························· (3.7) 

を得る。式(3.7)をY で割れば、 

K
dt
dK

K
f

dK
df

L
dt
dL

L
f

dL
df

A
dt
dA

Y
dt
dY

++= ······························ (3.8) 

となり、時間微分の刻みを 1年として近似すれば、 

K
K

L
L

A
dA

Y
Y

kl
∆+∆+≈∆ βα ································· (3.9) 

を得る。ここで、 lα は労働の生産弾力性であり、 kβ は資本の生産弾力性である。 

K
f

dK
df
L
f

dL
df

k

l

=

=

β

α

················································· (3.10) 

 今、労働賃金W で財・サービスの価格がPで与えられたとすると、労働 Lを投入したと
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きの利潤πは次式で与えられる。 

LWYP ⋅−⋅=π ··········································· (3.11) 

この式から 

PP
LWY π−⋅= ············································· (3.12) 

を得る。労働の限界生産力が逓減関数とすれば、利潤πの 2 回微分が常に負になるから、

利潤の最大値は以下の条件を満たすことになる。 

P
W

dL
dY

W
dL
dYP

dL
d

=

=−= 0π

········································ (3.13) 

いま、式(3.10)に式(3.13)を代入して、 

PY
WL

L
Y
dL
dY

L
fA

dL
dfA

l ==
⋅

⋅
=α ··································· (3.14) 

を得る。Y はこれまで生産量で考えた国民所得と考えていたが、これに単価を掛けて、価

値としての国民所得に置き換えこれをQとすれば、 

Q
WL

l =α ·················································· (3.15) 

となり、国民所得における労働所得の割合は労働分配率となる。Kについても同様に資本

分配率を求めることができる。 

 DICEモデルでは、この労働分配率のデータを集めて 0.75(資本分配率は 0.25)としてい

る。図 3.5 の日本銀行調査統計局の業種別労働分配率(西崎,須合[2001])で示されるように、

近年、わが国の労働分配率は 0.7(資本分配率は 0.3)となっており、DICEモデルの値は、

ほぼ妥当なものである。本研究は、Nordhaus[1994]の値を妥当として採用している。 
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図 3.5 業種別労働分配率（出所：西崎・須合[2001]より引用） 

 

(2)(2)(2)(2)消費消費消費消費    

消費は一国のマクロ経済として会計的にとらえれば、世界総生産(産出 Q)から投資 Iを差

し引いたものであり、次の恒等式で与えられる。しかし、産出 Q は温暖化の被害や、削減

対策コストを含んでおらず、実際には、これらのコストを差し引いた正味の産出 TQ (後述)

から投資や消費に費やされる。 

C t TQ t I t( ) ( ) ( )= − ···················································· (3.16) 

 

(3)(3)(3)(3)投資投資投資投資とととと資本資本資本資本    

資本ストックKの時間変化は投資Iと資本減耗 kδ によって以下の常微分方程式で表現さ

れる。 

KI
dt
dK

k ⋅−= δ ······································································· (3.17) 

 資本減耗は DICEモデルで 0.1/年として与えられている。これは減価償却ベースで耐用

年数約 20 年に相当する。工場、事業場の建物や大型設備の耐用年数としては妥当である。

石川[2000]は 0.05/年を使用しているが、本研究では DICEモデルの 0.1/年を採用した。 

図 3.6 は資本ストックの減耗率が時間と共にどのように変化するかを示したものである。

DICEモデルでは比較的すみやかに資本が減耗するものとなっている。 
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図3.6　　　減耗率による資本ストックの時間変化
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（（（（4444））））二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素のののの排出排出排出排出    

DICE モデルでは、生産によって排出される二酸化炭素E t( )は生産と排出量との関係を

表現する排出係数σ( )t と、政策変数である排出削減率µ( )t から次式で求めている。 

)()()(
)()())(1()(

ttg
dt

td
tQtttE

σσ
σµ

σ ⋅=

−=
··································· (3.18) 

ここで、 

年

年

10/11.0
/%25.1)1965(

)(
)(

519.0)1965(

=
−=

−=

=

A

A

g

tg
dt

tdg

δ

δ

σ

σ

σ
σ

··················································(3.19) 

である。DICEモデルでは、エネルギー需要や供給は、基本的には考えていないが、化石燃

料からの代替を含むエネルギーの脱炭素化率(rate of decarbonization) Ag を外生的に与え

排出/産出比を単純化して求めている。この定式化では、脱炭素化率は生産性の伸びに比例

して逓減すると仮定されている。脱炭素化率 σg は、それまでの実績値が年率-1%から-1.5%

の間にある(Nordhaus[1994])ことから、1965 年当初では中央値の-1.25%/year を用いてお
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り、その後 10年当たり 0.11づつ低下すると仮定している。図 3.7は DICEモデルの排出/

産出比を、図 3.8は 1990 年を１として脱炭素化率を 2000年から 2300 年まで図示したも

ので 2000年から 2100年の 100年間で 6割（0.6%/年）の減少率となっている。また、図

3.9 は IPCC[2001b]レポートでエネルギーの二酸化炭素集約度（以下排出/算出比として扱

う。）が示されており、DICEモデルでは、図 3.7 に相当するものである。IPCC[2001b]レ

ポートでは、2100年時点での排出/算出比の中央値は 0.66%としているが、DICEモデルで

は、半分のほぼ半分(0.3%)となっており、逆の言い方をすれば、脱炭素技術の進歩を過大に

評価しているといえよう。 

 DICEモデルの脱炭素化率を IPCC[2001b]レポートの中央値に合致するように σg を決め

るため、中央値を指数関数で近似して次式を得た。 

)1990(0044.0

)1990(
−−= te

σ
σ ·························································(3.20) 

ここで、 )1990(σ は 1990年時点での脱炭素化率である。式(3.20)を微分すると 

σσσ 0044.0)1990(0044.0 )1990(0044.0 −=⋅⋅−= −− te
dt
d ····················(3.21) 

となり、DICEモデルの脱炭素率 Ag は時間に関係なく定常的に次式となる。 

0044.0−=Ag ······································································(3.22) 

しかし、この式では 2150年頃に DICEモデルの脱炭素率を下回り、楽観的過ぎるので、下

回ったときは DICEモデルと同じ脱炭素率を使用することにした。 

 

図3.7　Nordhausの算出/排出比の時間変化
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図 3.9  エネルギーの二酸化炭素集約度（IPCC[2001b]より引用） 

図3.10 NordhausとIPCCの排出/算出比の比較
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3.43.43.43.4    海洋海洋海洋海洋でのでのでのでの二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収 

 前節での炭素循環をモデル化するには、大きく分けて、大気圏、陸圏（森林生態系）、海

洋圏の間の関係をおさえる必要がある。図 3.11にあるように、大気圏に放出された二酸化

炭素は海洋上層で吸収され、さらに深海に輸送される。この過程は二酸化炭素の自然固定

化において最も主要なものである。次に主要な吸収源としては陸圏の森林生態系があげら

れる。大気の二酸化炭素は、森林生態系などの光合成によって葉、幹、根に有機炭素とし

て固定化され、固定化された有機炭素は、落葉や枯死によって土壌に蓄積され、一部は、

微生物の分解を受けて、二酸化炭素として大気に戻される。また、森林伐採や森林火災に

よって森林生態系に固定化された炭素は、大気に還元される場合もある。また、植林する

ことによって、固定量を増加させることもできる。これらの過程を、大気－海洋間、大気

－森林生態系間でモデル化して二酸化炭素の移動量（フロー）と各圏での存在量（ストッ

ク）を推定した。本節では大気－海洋間のモデル化について論ずる。 

    

    

    

    

    

    

    

    

DICEモデルの炭素循環は非常に単純である。大気の炭素は、１つのボックス（ストック）

と考え、排出量の入力と、大気からの除去機構による出力からなっている。大気と海洋上

層では急速に平衡に達し、大気貯留係数により大気に残留するものとなっている。この炭

素循環は、最も主要な海洋と森林生態系の吸収源に問題を含んでいる。海洋の吸収源に関

しては、確かに深海は大気に比べて 60倍のストックがあり、無限に吸収するという仮定は

合理的に見える。しかし、炭素の吸収には限界があり、吸収量はストックに比べてはるか

に小さい。本論文では、深海を 10 層に区分する多重ボックスモデルを採用するとともに、

海洋表面での大気の吸収は、陸生植物圏や排出量の大気濃度への影響に比べ迅速であるこ

大気二酸化炭素濃度 

海洋上層二酸化炭素 

海洋深層二酸化炭素

森林生態系の 
二酸化炭素  

森林伐採、土壌 
枯死、火災

植林 

温暖化

図 3.11 モデルの全体構造 
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とを考慮して、海洋表面と大気を混合層としてひとつのものと考えモデル化した。 

混合層の二酸化炭素の変化は、排出量 )(tE で増加し、森林生態系 forestF で吸収される。 

これを定式化して、 

forest
mix FtE

dt
dC

−= )( ······································· (3.23) 

 

 

を得る。図 3.12 は本研究で用いた海洋圏モデルの構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.12 海洋モデルの構造 

 

ここで用いたζや海洋層のモデルは第 2 章既存研究の海洋の二酸化炭素吸収で述べた 

Caldeira[2000]の紹介した海洋表層での二酸化炭素吸収モデルと Hoffert[1981]の The 
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Upwelling Diffusion を結合したモデルを用いた。計算上では、海洋層の拡散方程式は、以

下のように鉛直方向に海洋表層混合層と上層 5層、下層 5層の計 11層で離散化して差分方

程式として解いた式(3.24)は各層の流入、流出のフラックスの差分として定義される。第 2

章でも触れたが、拡散係数 zk は Jain ら[1995]の yrm /700,4 2 を用いた。 

 表層の厚さ表層濃度、 ::/)( 0000 dCdCtC sea=  
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番号深層最下層のボックス

一連のボックス番号上層、深層をつうじた

:max
:i

 

 

100mの海洋表層混合層 

2.5kmの海洋深層 

500m×5層 

1kmの海洋上層 

200m×5層 

図 3.13 海洋の離散化 
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3.53.53.53.5    森林生態系森林生態系森林生態系森林生態系モデルモデルモデルモデル    
森林生態系は DICE モデルでは全く考慮されていない。また、第 2 章で紹介した

Lieth[1975]や Esser[1991]のモデルは各方面で利用されていて森林生態系では重要なモデ

ルの１つであるが、本研究は地球を１つと考えて全体の動きをみることに主眼を置いてい

るため、このままでは、細かすぎて利用できない。Seino と Uchijima[1992]のモデルは、

簡便であるが、二酸化炭素の吸収をモデル化していないなどの理由から、全球モデルにふ

さわしい森林生態系のモデル化の開発が求められる。Esser のモデルが、純一次生産の関数

に二酸化炭素大気濃度を含んでいるため、大気濃度と純一次生産の関係を表現できること

から、この Esser モデルを、何らかの方法でアグリゲートすることによって、全球レベル

の大気二酸化炭素濃度の森林生態系での吸収をモデル化できる。そこで、本研究では、Esser

のモデルで地球全体の純一次生産を算出し、モデルの二酸化炭素濃度、温度、降雨量、森

林面積の変化に対する純一次生産の変動を検討することで、全地球的変化を算出できる簡

易式を導出し、モデル化した。 

（（（（１１１１））））EsserEsserEsserEsserモデルモデルモデルモデルのののの入力入力入力入力データデータデータデータ    

 入力データは国連環境計画（UNEP）の進めている地球資源情報データベース（GRID）

の Geneva Data Centerから以下のデータをダウンロードして用いた。 

• 気温分布データ  GNV15 - IIASA Climate - Mean Monthly Temperature 

• 降水量分布データ GNV14 - IIASA Climate - Mean Monthly Precipitation 

• 土壌分布データ  GNV7- World Soils for Global Climate Modelling （Zobler） 

• 植生分布データ  GNV2 - Matthews Vegetation, Cultivation Intensity and Albedo 

Esserの土壌分布データは、FAO-Unesco[1974]を用いているが、現在では、入手が難し

く、さらに地球の土壌種類の地域特定も変化しており、本研究では、上記 Zobler[1986]の

「全球気候モデルのための世界土壌」の土壌種類の全球的分布を用いた。これは、ドット・

グリッド重ね合わせ手法を用いて、FAO の世界土壌図（FAO-Unesco[1974]）と

Matthews[1984]の植生データから緯度経度１度平方のグリッドセルへ一般化することに

より作成されたものである。ただし、分類は Esserの 45分類よりも多い 106分類となって

おり、対応しない分類は Esserの 45分類を 26の大分類に集約して、その平均値を用いた。

また、気温分布と降水量分布データは、月平均気温データとなっており、気温については
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年平均を算出し、降水量については年間降水量を算定した。 

 
図 3.14 世界の土壌分布 

 

図 3.15 世界の植生分布 
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図 3.16 世界の降水量分布（年間降水量） 

 
図 3.17 世界の気温分布（年平均気温分布） 
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（（（（２２２２））））EsserEsserEsserEsser モデルモデルモデルモデルでのでのでのでの純一次生産純一次生産純一次生産純一次生産のののの算出算出算出算出    

本研究では、表 3.1 の自然植生と農産物の生産（DM: Dry Matter）をみると、発展途

上国では農産物の生産は、自然植生の生産の１～２割程度で、先進国になると、ほぼ同等

となるが、全球レベルの純一次生産を考えるとき、Esser[1991]もいっているように、発展

途上国と先進国の面積比率から考えて、農産物からの純一次生産を無視してもそれほど大

幅な相違は生じないと判断できる。そこで、農産物の生産はゼロと考え、式(2.5)の両辺に

地球全体の土地面積 )(mAG  を掛けて算出した。 

表 3.1 自然植生と農産物の生産の比較                 単位：dry matter 

country 

agriculture 

productivity 

g・cm-2・yr-1 

natural 

productivity 

g・cm-2・yr-1 

Ratio 

agric./natural 

Zaire 180 1960 0.10 

Kenya 350 1300 0.13 

Niger 150 890 0.17 

Kampuchea 310 1800 0.17 

Bolivia 280 1500 0.19 

Brazil 310 1620 0.19 

Spain 510 750 0.68 

FR Germany 1130 1190 0.95 

Belgium, Luxemburg 1290 1210 1.07 

 

さらに、DM を炭素重量に換算すれば、以下のように定式化できる。 

[ ]∑
=

⋅⋅⋅⋅=
M

m
COPT tCOFmtAVmFtNPPtNPPtTNPP

1
2 ))((),()()(),(min475.0)(

2
······ （3.25） 

ここで、 

純一次生産地球平均降水量依存の

一次生産地球平均温度依存の純

産全地球レベル純一次生

数陸域グリッドセルの総
時間

:

:

:
:

:

T

T

NPP

NPP

TNPP
M
t

 

である。 
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式(3.25)で必要になる ),( mtAV は、データが緯度∆ 1°経度∆１°のグリッドセルとなっ

ているため、面積は以下の式で算出できる。（自然植生がない場合にはゼロ） 

( )

( )

180

180
1cos

180
cos

22
),(

2
2

πϕ

πλϕ

πλϕ

⋅∆⋅=

⋅∆⋅+⋅=

⋅∆⋅⋅=




















 −−+=

o

o

o

Rc

Rb

Ra

bacbamtAV

····························· (3.26) 
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 以上の式で算出した純一次生産の結果は図 3.18 のとおりである。 

 
図 3.18 純一次生産の世界分布 
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（（（（３３３３））））簡易式簡易式簡易式簡易式のののの導出導出導出導出    

 Esser のモデルで、二酸化炭素濃度、気温、降水量は独立変数として扱われているが、地

球温暖化の現象は、二酸化炭素の濃度が上昇することで気温が上昇するし、降水量も影響

を受ける。これらを定式化できれば、独立変数は二酸化炭素のみとすることができる。 

 詳しくは後述(式(3.33))するが、IPCC[2001a]の報告に基づいて以下のように気温と二酸

化炭素濃度との関係を定式化できる。 









×=∆

)0(
)(

ln35.55.0
2

2

CO
tCOT ································ (3.27) 

濃度産業革命前の

二酸化炭素濃度

22

2

:)0(
)(:)(

COCO
ppmvtCO

 

また、降水量と二酸化炭素濃度との関係は式(3.36)で詳しく述べるが、IPCC[2001a]のモ

デル計算結果から以下の近似式で表現できる 

052707.0
)0(
)(

ln092317.0
2

2 −







×=∆

CO
tCO

P
P

···················· (3.28) 

ただし、 0≥∆
P
P

とする。 

)(:
)(:

mmP
mmP

降水量の変化量

降水量

∆
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





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tCOX軸：
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◇   Esser Model 

      近似式 





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
)0(
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tTNPP

Y軸：

( )
999.0

e0.7641571-10.6414893y
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-1.4949626

=

⋅⋅= ⋅

R

x

 以上の式から二酸化炭素濃度を270ppmvから2000ppmvまで変化させたときの1年当たり全

地球一次生産の変化を最小二乗法で回帰式を求めた。この変化と回帰式は図3.19に示すと

おりである。 

図3.19 二酸化炭素濃度変化による純一次生産 

全球レベルのNPP（TNPP）を求める簡易式は以下の式で表される。 

)/(:)0(
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)0(
)(ln )0(

)(ln4949626.1
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



 







⋅−

············· (3.29) 

 現在の濃度は360ppmであるから、この図から、純一次生産は55GtC/年程度となる。
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IPCC[2001e] によれば、現時点(1998年)の純一次生産は60GtC/年程度となっていることか

ら一割程度過小推定ではあるが、ほぼ妥当な結果であるといえる。 

 また、SeinoとUchijima[1992]でとりあげられた13種類の全球レベル純一次生産と比較す

れば、表3.2となる。本研究はこれらの研究とよく合致している。 

 表3.2 全球レベル純一次生産                 （DM:乾燥重量） 

文献 全球レベル純一次生産(×10９DM/年) 

Jung & Czeplak (1968) 96 

Whittaker & Likens (1969) 109 

Bazilevich, Rodin & Rozov (1971) 173 

Lieth & Box (1972) 119 

Golley (1973) 89 

Whittaker & Likens (1973) 107 

Lieth (1975) 122 

Efimova (1976) 141 

Ajtay, Ketner & Duvigneaud (1979) 133 

Olson (1982) 100-120 

Esser, Aselman & Lieth (1982) 120 

Olson, Walts & Allison (1983) 113-124 

Seino & Uchijima (1992) 136 

本研究本研究本研究本研究(1968(1968(1968(1968年年年年～～～～1992199219921992年年年年))))    107107107107----113113113113    

SeinoとUchijima[1992]より引用（筆者が本研究を追加） 

 また、光合成で合成された有機炭素は、森林の葉、幹、根に蓄積され、動物に捕食され

るか、朽ち果て土壌に蓄積され、微生物などによって分解されて再び大気に二酸化炭素と

して排出される。この量は、IPCC[2001e]によれば50(GtC/年)程度で、森林生態系の全存

在量(446GtC)の11%程度であり、このことから森林生態系のライフタイムが9から10年程度

となる。この効果を式(3.29)に含めて、純一次生産から純生態系生産(Net Biome 

Production, NBP)を求めると以下のように定式化できる。これが本モデルの森林生態系で

の二酸化炭素固定化の基本式である。 
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3.63.63.63.6    温暖化温暖化温暖化温暖化とそのとそのとそのとその損害額損害額損害額損害額ののののモデルモデルモデルモデル化化化化    

（（（（１１１１））））    地球地球地球地球のののの放射収支放射収支放射収支放射収支とととと温度変化温度変化温度変化温度変化    

    図 3.32は、地球の表面から大気上限までの領域で、太陽放射と地球放射のエネルギー収

支の全球平均を考えたものである。気候変動などを対象としない限り、地球－大気のシス

テムでは、年平均温度は一定の定常状態を保っていると考えられる。このとき、全体とし

て地球が受け取る太陽の放射エネルギーと地球が宇宙空間に放出する放射エネルギーは等

しいと想定される。 

 
図 3.20 地球の放射収支 

 地球は、太陽から 2342 −Wm のエネルギーを受けて、このうち 2103 −Wm が大気の散乱、雲

による反射、地表面の反射（アルベド）で宇宙空間に散逸し、残りの 2239 −Wm のうち

272 −Wm が水蒸気、オゾン、二酸化炭素やエアロゾル、 210 −Wm が雲で吸収し、残りの

2157 −Wm が地表面で吸収される。一方、地球からの放射は 2239 −Wm だけエネルギーが放

射されなければならないが、大気と雲からの赤外熱放射が 2151 −Wm で、地球から外への熱

放射が正味で 2239 −Wm に達するためには、地表からの熱放射が 2390 −Wm にならないと、

熱のバランスがとれない。太陽からの放射だけでは地表の温度が‐18℃となってしまうが、

この大気と雲からの熱放射（温室効果）によって、地表からの放射 2390 −Wm に対応するよ
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うな地表の温度 15℃が維持されている。 

 人間活動で大気の二酸化炭素濃度が上昇すれば、大気での熱放射量が増加し、熱バラン

スをとるため、地表からの放射も増加する。これに従い地表面温度も上昇することになる。 

 この過程を厳密にモデル化するには複雑な計算過程を組み込まなくてはならず、本研究

の最適化モデルに組み込むには、重すぎるものとなる。 

IPCC[2001a]の報告では、平衡状態の地表の気温変化と、加熱量(放射強制力)の増加の関

係として次式の関係を導いている。 

ggFT λ⋅∆=∆ ······································································(3.31) 

ここで 

        
])2001[,/5.0(:

:
2 aIPCCWmC

F

g

g

−=

∆
o直接的温暖化効果

放射強制力の増加

λ
 

である。IPCC[2001a]の報告書ではこの二酸化炭素の放射強制力は次式の簡易式で求められ

るとしている。 









⋅=∆

0

ln35.5
C
C

F air
g ····························································(3.32) 

炭素濃度産業革命以前の二酸化:0C  

((((参考参考参考参考))))    

次式は、一次元の気候変動モデルの結果から導き出された年平均気温

変動の推定式で、単年度の地球全体の年平均温度変化を知る目的では、

これで十分である。式(3.31)と(3.32)から次式で表される。 









×=∆

0

ln675.2
C
C

T air ····························· (3.33) 

 

本研究では、DICEモデル同様に、この放射強制力は地表面や海面を暖め、更には大気を

暖めるが、海洋では熱を吸収し、深海へと熱を伝播していくと考え、モデル化している。 

温度の変化予測は、大気・海洋上層を一つの層として扱い、この層と海洋深層との間で

熱交換方程式を立てて連立して解いており、熱伝達の時間遅れを表現している。 
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（（（（２２２２））））    温度変化温度変化温度変化温度変化とととと降水量変化降水量変化降水量変化降水量変化    

 一般的には、気温が上昇すれば、蒸発散量も増加し、雲ができやすくなり、降水量も増

加すると考えられる。図3.21はIPCC[2001a]報告書の気温と降水量の関係を各種の3次元気

候変動モデル(AGCM)で予測した結果をプロットしたものである。▲は現行モデル(第三次

評価報告書)の結果であり、◆は第二次評価報告書(IPCC[1995a])の結果である。近似曲線

は、本報告書で追加したものであるが、２つの報告書間において、モデル間の誤差は減少

しているように思われる。現行モデルの結果から推定した気温変化と降水量の変化の関係

を表す近似式は以下のとおりである。 

052707.0034511.0 −∆×=∆ T
P
P

···························· (3.35) 

式(3.33)を式(3.35)に代入して整理すると、 

052707.0ln092317.0
0

−







×=∆

C
C

P
P air ······················· (3.36) 

ただし、 0≥∆
P
P

とする。 

を得る。図3.21は、温度変化が1.527℃を超えないと、降水量変化が起きないと考えてよい。 
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図3.21 現行モデル(三次評価書)と二次評価報告(SAR)におけるモデルによる気温変化と

降水量変化の関係(IPCC[2001a]よりプロットし再現した値に近似式を書き加えた。) 

 

（（（（３３３３））））    気候変動気候変動気候変動気候変動によるによるによるによる損害額損害額損害額損害額    

 Cline[1992]は二酸化炭素が倍増したときの損害を推定し、これをもとに、温度上昇時の

損害額 D を推定し、おおよそ GDP の 1%であるとした。しかし、各種影響を過小評価する

可能性も考え、GDPの 2%になるケースも考えている。このモデルでの損害額の推定は以下

の式で表現される。 
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上昇温度

損害額参照温度
あるいは非線形性温暖化による損害額の

あるいは比基準温度時の損害額の

:

)5.2(:
)0.23.1(:
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T

Tref

∆

∆
φ
ϕ

 

また、DICEモデルでは、式(3.37)と同様な次式を提案している。 

2

3
0133.0

)(
)(







 ∆= T

tQ
tD

······································ (3.38) 

式(3.37)の 5.2,0.2,01.0 =∆== refTφϕ としたものと、式(3.38)を図 3.22 に示す。この 2

つの式は若干 Clineの方が大きくなっているが地表温度上昇が 10 度程度まではそれほど異
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なっていない。本モデルでは Cline モデルの損害額が若干高めにでていることから、安全

側に考えて、Cline を用いた。 

図3.22  ClineとNohdhausの損害額の比較
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（（（（４４４４））））    排出削減排出削減排出削減排出削減コストコストコストコスト    

気候変動モデルから経済成長へのフィードバックは、二酸化炭素の増加による温度上昇

による損害によって、社会全体としてコストを生じさせる。一方、排出量を削減する場合

にも削減費用が生じる。DICEモデルでは以下のように定式化している。本論文でもこの式

を採用する。 

887.2
1 )(0686.0)(

)(
)(

2 ttb
tQ
tTC b ψψ =⋅= ···························· (3.39) 

率単位産出あたりの削減

費用関数の非線形性

費用関数の規模
削減総費用関数

:
887.2:

0686.0:
:

2

1

ψ
=

=
b
b
TC

 

 DICE モデルでは、削減費用と総生産に対する経済費用との関係を、図 3.23 に示す実績値

から式(3.39)を導出している。この式は、削減率が小さいうち、削減費用はほとんどかか

らないが、大きくなると指数的に大きくなる。削減率 50%で総生産の 1%程度となり、全て
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削減するコストは総生産の 6.86%程度になる。 

 

図 3.23 温暖化物質の排出削減率と総経済費用(総生産に対する割合) 
(Nordhaus[1994]より引用) 

（（（（５５５５））））    植林植林植林植林コストコストコストコスト    

 植林のコストは、各国のGDPに依存するが、全球一様として考える本モデルでは、1ha

あたりの植林コストを一定として扱う。植林率(1990年の森林面積に対する累積的植林面積

の比率)を )(tR f とすれば、植林によって生じる累積費用は次式で表される。 
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（（（（６６６６））））    正味正味正味正味のののの世界総生産世界総生産世界総生産世界総生産    

以上の各種費用を考慮して、正味の産出量を TQとして以下のように求める。 

)()()()()( tAFtTCtDtQtTQ −−−= ····································· (3.41) 

この TQが経済成長モデルの消費に反映され、効用関数に反映される。 

以上の式を制約条件として、割引総効用関数を最大化させるように、排出ガスの削減率や

投資を制御して、最適化させるモデル構成となる。 
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3.73.73.73.7    炭素税炭素税炭素税炭素税    

 気候変動をもたらす二酸化炭素などの大気中濃度が急激に伸び続けることが予測される

状況において、以下のような各種対策を講じることが可能である。 

① 二酸化炭素の排出削減あるいは停止 

② 各種吸収源の増加による排出の相殺 

③ 人間を含む生態系を今後起こると考えられる気候条件に適合させる施策 

①、②の目的は、大規模な気候変動が起こる以前に実施され、その進行速度を緩和させる

ことにあり、③の目的は、気候変動が起きた後に適応させることにある。 

 本研究では、①の排出削減の対策として炭素税を考え、②の吸収源の増加については 5

章において、植林を考える。③については本研究の対象外とした。 

    割引総効用最大化するように排出削減率をコントロールしたとき、シャドープライスと

して、その時必要となる二酸化炭素排出削減率に対応した削減コストを求めることができ

る。これは、経済システムが支払う費用である。シャドープライスとしての炭素税(1989年

米ドル換算)は、排出規制によるコストと総生産と排出量の関係式から以下のように算定で

きる。 

 排出規制によるコストは式(3.39)に、また、総生産と排出量の式は(3.18)に既に示した。

いま、削減する量(tC/年)だけに着目すれば、式(3,18)から削減する量 dE は 

QEd ⋅⋅= σψ ······································································(3.42) 

として表される。また、式(3.39)から二酸化炭素排出削減の限界費用をもとめるため、 dE で

微分して次式を得る。 

      
σ
ψψ

ψ

1
21

2 −

==
b

dd

bb
dE
d

d
dTC

dE
dTC ················································(3.43) 

この排出削減の限界費用は、二酸化炭素排出１単位を削減するのに必要とされる費用を意

味しており、これと等価な炭素税を設定すれば、経済的には経済主体が削減することを選

択すると仮定している。 
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3.83.83.83.8    モデルモデルモデルモデルのののの検証検証検証検証    

 経済成長モデルは、データから統計的にパラメータライズしてモデル化するため、パラ

メータが適切に推定されているかということ以外に検証の意味はあまりないといってよい

が、気候変動モデルについては、構造化されたモデルであるため、構造の記述が誤ってい

る場合には、データから乖離したものとなる。このため検証を行ってモデルの再現性を評

価することが重要となる。 

3.8.13.8.13.8.13.8.1    マクロマクロマクロマクロ経済経済経済経済モデルモデルモデルモデルのののの検証検証検証検証    

 経済成長モデルの直接的な評価はあまり意味はないが、各種パラメータによる変数の動

きはチェックできる。ここでは、3.3 節で説明していない外生的パラメータについて検証す

る。 

（（（（１１１１））））    人口人口人口人口    

 人口の推計は以下の式を用いて行った。人口 L は増加率 Lr 、増加率の減少率αとして、

時間のみの関数になっているため、外生変数とみなすことができる。ここで使われている

パラメータは、2050 年までの国連人口推計(U.N.[2002])に合うように設定した。人口推計

は、人口増加率の減少率から人口増加率を求め、人口を推計する。これは、式（3.44）で

与えられるが、これは解析的に解け、式（3.45）のとおりとなる。 

Lr
dt
dL

r
dt
dr

L

LL
L

⋅=

⋅−= α
············································· （3.44） 
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






−⋅= −− 19651

)0(
exp)0()( t

L

L LerLtL α
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······················· （3.45） 

式（3.45）で推計した推計値と国連人口統計データを図 3.24 に示す。DICE モデルの人口

推計は、古いデータに依存しており、本研究では新たに推計しなおした。図 3.25 は DICE

モデルの人口推計結果と本研究で推計した結果を比較したものである。DICE モデルでは、

年10/195.0=Lα としており、年ベースで考えると 年/02146.0L =α となる。また、 Lr の
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初期値 )0(Lr は 年/03.2 と推計して予測を行い、漸近的に最大値 106 億人としているが、実

際のDICEでは87億人程度にしかならない。(Nordhaus[1994]のように 年/0195.0=Lα 、

年10/0203.0)0( =Lr (年換算、0.0224)とすれば、漸近的に 106 億人になる。Nordhausの

誤り) 

漸近的に 106億人になるとして、DICEモデルでは2300年レベルで、本モデルに比べDICE

モデルが 24 億人程度過小推計している。国連統計の最終年度 2050 年で比較しても、8億人

程度過小推計している。 
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図 3.24 人口推計 
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図 3.25 人口推計（本モデルと DICE モデルの比較） 
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（（（（２２２２））））    技術係数技術係数技術係数技術係数    

 技術係数は、生産性の伸びを表し、人口の場合と同様に、技術係数の伸び率の減少率か

ら伸び率の時間変化を求め、この伸び率から、技術係数の時間変化を求める。推定式は式

（3.46）のとおりであるが、これを解析的に解いて式（3.47）を得る。 

技術係数 )(tA は増加率 Ar と増加率の減少率 Aα としてDICEモデルでの推計方法に従い外

生的に与えている。 

Ar
dt
dA

r
dt
dr

A

AA
A

⋅=

⋅−= α
············································· （3.46） 

モデルの設定値）初期値技術係数の伸び率
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図 3.26 技術係数の変化 
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3.8.23.8.23.8.23.8.2    気候変動予測気候変動予測気候変動予測気候変動予測モデルモデルモデルモデルのののの検証検証検証検証    

（（（（１１１１））））    大気二酸化炭素濃度大気二酸化炭素濃度大気二酸化炭素濃度大気二酸化炭素濃度    

 大気二酸化炭素濃度は、大気に排出される二酸化炭素量を知ることができれば、本モデ

ルから推定できる。この推定値と実測値の大気二酸化炭素濃度と比較して、推定値の精度

を評価できる。 

 大気に排出される二酸化炭素は化石燃料の燃焼によるものと、森林破壊による二酸化炭

素吸収源の縮小によるものの大きくは２つに分けられる。化石燃料からの二酸化炭素排出

量は、WRI [1998]の 1750 年から 1995 年を用い、森林破壊起源のものとして、Bolinら[1986]

が森林、草地の農耕地への転換から推定したものを用いた。図 3.27 はこれらの排出量を図

示したものである。 

図 3.27 二酸化炭素の排出量 

 

また、検証用の大気二酸化炭素濃度データとして、Wigley[2000]を用いた。 

 図 3.28 は図 3.27 の排出量を用いて、1750 年から 1990 年までの大気二酸化炭素濃度を観

測値と本モデルでの推定値を図示したものである。 

 入力データの誤差や、観測データの精度を考えれば、ほとんど良い一致が読み取れる。 
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（（（（２２２２））））    炭素炭素炭素炭素サイクルモデルサイクルモデルサイクルモデルサイクルモデルのののの収支収支収支収支    

 図 3.27 を見ると、1990年時点で、化石燃料からの大気圏への排出量は 5.9GtCとなって

おり、大気圏から森林生態系への二酸化炭素の取込みフラックスは図 3.29 のとおり 1990

年で、2.2GtC となる。また、大気圏から海洋圏への二酸化炭素ラックスは図 3.30 に示す

ように 1990年時点で 2.2GtCとなっている。1990年時点での大気への二酸化炭素負荷は、

図 3.27 の森林破壊や土地利用変化からの二酸化炭素 1.5GtC を加えて、3.0GtC

（=5.9-2.2-2.2+1.5）となる。IPCC[1995a]によれば、1980年代の炭素サイクルでは、化石

燃料及び森林・土壌からのものをあわせて 7.1GtC が排出され、森林生態系の取込み

1.8GtC(森林による固定 1.3GtC、0.5GtC北半球の森林成長)、海洋での正味の吸収 2.0GtC

となっている。本モデルで、1980 年代の平均値から、排出量 7.0GtC、森林・土壌圏の取込

み 2.0GtC、海洋での正味の吸収 2.0GtCとなっている。 

若干本モデルでの、森林・土壌圏及び海洋圏での吸収が大きくなっているが全体的にはほ

ぼ妥当な値と考えられる。 

 

 

図 3.28 大気二酸化炭素濃度の観測地と推定値 
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図 3.29 大気圏から森林生態系への二酸化炭素フラック

図 3.30 大気圏から海洋圏への二酸化炭素フラックス
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（（（（３３３３））））    大気温度大気温度大気温度大気温度    

図 3.31 は大気気温の観測値と推定値である。実際の地表気温の変動は、各種要因により

変動が大きく、モデルでこれらの要因をすべて含むことは容易ではない。本モデルは、本

質を押さえた簡単なモデルの構築を基本としており、全体としての気温の動向を把握でき

ればよいと考える。推定結果は、気温変動のほぼ中心を押さえている結果といえる。以上

の気候変動については、ほぼ妥当な結果が得られ、統合モデルに使用するモデルとしては、

十分な精度が得られているといえよう。 
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 本章では、気候変動モデルの評価を中心におこなったが、統合モデルの評価は、4章の長

期予測結果の分析で行っている。 

 

気 

温

図 3.31 大気気温の観測値と推定値
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4.4.4.4.    長期予測結果長期予測結果長期予測結果長期予測結果のののの分析分析分析分析    
4.14.14.14.1    本本本本モデルモデルモデルモデルとととと DICEDICEDICEDICEモデルモデルモデルモデルのののの長期予測比較長期予測比較長期予測比較長期予測比較    
（（（（１１１１））））    経済成長経済成長経済成長経済成長    

3 章で構築したモデルを用いて、2300 年までの規制や制限のない状態での経済成長を考

えると、経済成長（総生産 Q）の変化は基本的には人口増加と技術係数（生産性）の向上

に依存するといってよい。2300年までの人口増加の推計では、DICEモデルは図 3.25に見

られるように、2050年時点で本モデル（国連推計もほぼ同じ）を下回っている。また、2150

年以降では人口増加が止まり、この段階で本モデルを 20億人程度下回っている。また、図

3.26 にあるように技術係数の向上も 2250 年以降は、ほとんど向上しないという設定

(Nordhaus[1994])となっている。 

このような状況から、図 4.1に見られるように、投資を経由する資本のバッファ的効果に

より遅れが生じるものの経済成長（総生産 Q）は当然ながら、2300年頃にはほぼ止まるも

のと考えられる。DICE モデル([1994]を用いて再計算)との相違は人口増加の推計の差が経

済成長の差となって現れている。 
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図 4.1 経済成長(総生産Q ) 
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（（（（２２２２））））    総生産総生産総生産総生産とととと投資投資投資投資およびおよびおよびおよび消費消費消費消費    

 本モデルにおける総生産の投資と消費への配分は図 4.2(1)のとおりである。また、DICE

モデルの投資と消費は図 4.2(2)のとおりである。この 2つのモデルでの相違は、総生産を大

きく牽引する人口の推計の相違によって、消費が大きく異なっていることにある。投資は

基本的には相違はないと言える。 
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図 4.2(1) 本モデルの投資と消費 
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図 4.2(2) DICEモデルの投資と消費 
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（（（（３３３３））））    二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量からからからから気候変動気候変動気候変動気候変動までまでまでまで    

DICEモデルに対する本モデルの総生産は人口推計の相違から、本モデルでは大きく上回

っている。また、脱炭素化も本モデルでは、DICEモデルよりも進まないものとなっており、

このことから、本モデルでは DICEモデルよりも、図 4.3のとおり排出量が増大している。

ところが、図 4.4のとおり大気濃度推定が 2090年ころまでは、増加へはつながっていない。

これは、後述するが、海洋および森林生態系の吸収による効果である。図 4.5の大気温度の

推定では、2300 年までの全ての時点で本モデルの推定が上回っているが、その差は高々

0.7℃で、2300年にはほとんど差がなくなっている。しかし、二酸化炭素濃度が増える割に

はあまり、温度上昇が起きない。これは、放射強制力推定式（式(3.32)）が IPCC[1995a]

から IPCC[2001a] で修正され 3割程度減少したことによる。 
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図 4.3 二酸化炭素排出量の比較 
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図 4.4 大気中の二酸化炭素濃度の比較 
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図 4.5 大気温度の比較 
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（（（（４４４４））））    海洋海洋海洋海洋とととと森林森林森林森林のののの二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収二酸化炭素吸収    

 海洋と森林の吸収を評価するため、本モデルの結果と DICE モデルの結果と比較した。

このため、本モデルの人口推計、損害額の計算方法、および排出/算出比は DICEモデルに

従った。図 4.6では、海洋の吸収は、DICE モデルと本モデルで、2060 年ころまではほぼ

同じレベルであるが、その後、DICEモデルでは本モデルに比べ大きく上回ってくる。これ

は、海洋での吸収のモデル化が、DICEモデルでは濃度勾配に依存するものとなっているの

に対して、本モデルでは化学平衡による吸収をルベール係数として定式化していること、

および海洋を多層化することで吸収の時間遅れが大きく利いていることによる。森林生態

系での吸収は、若干の変動はあるが、海洋の吸収に比べ低いレベルで、ほぼ一定で推移し

ている。2000年から 2135年頃までは、本モデルの方が DICEモデルより全体の吸収で上

回っているが、この時点以降は下回っている。これには、森林の吸収が大きく作用してい

る。図 4.7に見られるように、このことが、大気の二酸化炭濃度にも影響し、2135年頃ま

での DICEモデルを上回る吸収量が、本モデルの大気二酸化炭素濃度を押し下げ、その後、

下回ることによって、大気二酸化炭素濃度は 2290年に DICEモデルを超えている。 
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図 4.6  大気からの吸収フラックス(DICEモデルとの比較) 
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図 4.7 大気の二酸化炭素濃度 
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4.24.24.24.2    政策変数政策変数政策変数政策変数のののの最適選択最適選択最適選択最適選択によるによるによるによる長期予測長期予測長期予測長期予測    
    （（（（１１１１））））    DICEDICEDICEDICEモデルモデルモデルモデルのののの結果結果結果結果    

 目的関数を最大化するように最適化された経済成長の推定は、制御変数として排出削減

率μと投資 Iを同時に時間変化させて求めることになる。 

 DICEモデルの最適化された経済成長は、図 4.8のように 15%程度の排出削減が割引累積

効用を最大化されるという結果となる。これは、15%程度までの削減では、温暖化の損害額

よりも削減コストが小さく、削減することによって得られる効用の方が大きいためである。

しかし、それ以上の削減は、削減コストが増大し、損害額を上回ると推定されていること

による。 
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図 4.8 DICEモデルの二酸化炭素自由放出と最適化における排出量の比較 

 

最適化された経済成長を達成したときの大気温度は図 4.9のとおりで、2300年時点でも

自由に放出したケースとの差異は 0.4℃程度で小さい。更に、図 4.10 に見られるように最

適化された経済成長では、若干ではあるが、2100年くらいまで、自由放出ケースを排出削

減ケースが上回っている。これは、第 2章の DICEモデルの問題点としてあげた、「二酸化

炭素の排出と損害が生じることの間にはタイムラグがある。これは、二酸化炭素などの排

出から地球温暖化を経て、生産抑制に影響するフィードバックは、二酸化炭素の大気への

蓄積や輸送による遅れによって、弱いものになり、結果として将来の気候変動のコストを
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支払うため経済を成長させる必要が生じることになる。」を表している。また、排出削減の

総生産にたいする割合は高々7%程度で、さらにその 15%が排出削減であるから、全体では

1%程度で、ほとんど差異は見受けられないものとなっている。結局、多少の排出削減コス

トは生じても、最適化された経済成長は、削減のない場合と比べても同程度の経済成長が

達成できることになる。 
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図 4.9 最適化されたケースでの大気温度の比較 
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図 4.10 最適化された経済成長（総生産） 
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（（（（２２２２））））    DICEDICEDICEDICEモデルモデルモデルモデルとととと同同同同じじじじ効用関数効用関数効用関数効用関数をををを用用用用いたいたいたいた場合場合場合場合のののの本本本本モデルモデルモデルモデルのののの結果結果結果結果    

 本モデルの最適化された経済成長を２つのケースで推計した。 

① 自由放出の場合の経済成長を求める。（自由放出ケース） 

② 排出削減と投資を制御して最適化された経済成長を求める。（最適化ケース） 

図 4.11は総生産を最適化された経済成長として表したものである。自由放出ケース（①

のケース）に比べ最適化ケース（②のケース）は低めの成長となる。自由放出のケースで

は、排出量削減は一切しないから、初期の消費対投資比率で拡大再生産が行われる。しか

し、最適化のケースでは、図 4.10 の DICEモデルの結果に比べ、小さくなっているが、こ

れは、人口や技術係数の違いや、海洋や森林生態系の扱いの相違によって、温暖化損害額

が本モデルのほうが DICE モデルよりも大きめに出やすくなっているためである。このけ

っか、式(2.10)のΩの分母が大きくなり、全体の経済成長を押し下げている。 
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図 4.11 本モデルでの最適化された経済成長(総生産) 
 

 

 図 4.12の投資では最適ケースが、自由放出の１から 2割程度しかなく、ほとんどを消費

に回すことで、投資を大幅に削減し、温暖化の損害を減らすことが効用を最大化させるこ
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とになる。 
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図 4.12 投資の抑制 

 
 図 4.13 の二酸化炭素排出経路も同じような傾向を示すが最適な二酸化炭素排出経路は

2200年頃からほぼ安定化させるものとなった。 
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図 4.13 二酸化炭素排出経路 

 

 図 4.14、図 4.15は最適化された経済成長を達成したときの二酸化炭素濃度と大気温度の

変化を示したものである。大気濃度も温度も上昇し続け、2300年時点でも地上気温は定常
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状態に至らない。これは、効用関数が割引かれているため、二酸化炭素の半減期が 100～200

年であることを考えると、割引効用関数の評価範囲と、二酸化炭素の温暖化影響範囲がず

れており、効果的な削減が行われない状況にあることも一因である。DICEモデル及びその

同類のモデルが持っている構造的な問題である。Cline[1992]は割引率をゼロにするように

提唱しているが、ゼロでなくても、二酸化炭素の半減期を取り込むように設定することも

考えられている。DICEモデルや効用関数に温度など、環境要因を組み込まないモデルでは、

制御変数の最適な選択を行う場合、割引率をうまく調整するか、損害額がより幅広い損害、

たとえば Tolのような無形の損害額を導入しない限り、経済を成長し続けることが、適切な

選択であるという結論になる。 

しかし、2 章でふれたように違った考え方もある。宇沢[1995a]や柳瀬[2002]のように、

効用関数が温暖化に依存すると考えることで、違った結論を導く展開も考えられる。4.3で

はこのことについて触れる。 
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図 4.14 大気中の二酸化炭素濃度の推移 
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図 4.15 大気温度の推移 
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4.34.34.34.3    効用関数効用関数効用関数効用関数にににに温度温度温度温度をををを導入導入導入導入したしたしたしたモデルモデルモデルモデルによるによるによるによる長期予測長期予測長期予測長期予測    
 効用関数に気温を考慮し、以下のケースで政策変数の二酸化炭素排出及び投資の最適制

御を行いながら、シミュレーションを実施した。 

① 効用関数に環境項(許容温度 3℃、感度 0.1)を導入 

② 効用関数に環境項(許容温度 3℃、感度 0.2)を導入 

③ 効用関数に環境項(許容温度 5℃、感度 0.1)を導入 

図 4.16は世界総生産の時間変化である。効用関数に温度を導入しない場合に比べ、総生

産全体が抑えられている。これは生産が増加して大気温度が上昇すると、効用が下がり、

消費が抑えられることにより、生産が抑制されることになるからである。 

図 4.17 は投資の時間変化である。コントロールをしない(自由)場合に比べ、伸びは抑え

られ、低く推移している。 

 図 4.18は排出量の推移である。温度許容水準 3℃の場合は排出量が 2050年ころまでには

減少に転じるが、臨界値 5℃では、2150年をピークに減少に転じる。 

 図 4.19 は大気の二酸化炭素濃度の推移を図示したものである。温度許容水準 3℃の場合

に濃度が安定的に推移する。 

 図 4.20は大気温度の変化である。大気温度は温度許容温度 3℃の場合、感度 0.2では 2100

年には安定化し、感度 0.1では 2200年頃から安定化する。 

 いずれのばあいも、DICEモデルの効用関数を用いた場合よりも効用関数に温度を導入し

た場合の方が、導入しない場合に比べ、排出削減を強化した方がより最適な選択となって

いる。 
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図 4.16 目的関数に気温を考慮し、排出削減と投資をコントロールした場合の総生産 
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図 4.17 目的関数に気温を考慮し、排出削減と投資をコントロールした場合の投資 
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図 4.18 目的関数に気温を考慮し、排出削減と投資をコントロールした場合の排出量 
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図 4.19 目的関数に気温を考慮し、排出削減と投資をコントロールした場合の二酸化炭素
大気濃度 
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図 4.20 目的関数に気温を考慮し、排出削減と投資をコントロールした場合の大気温度 
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4.44.44.44.4    炭素税炭素税炭素税炭素税のののの評価評価評価評価    
 排出削減による最適化のシャドーコストとして、限界排出削減コストを求め、これを炭

素税とした。炭素税の算出式は式(3.43)を用いた。この式によって、二酸化炭素削減に対応

する炭素税を算定した。図 4.21は算出する際に用いた、シミュレーション結果から得られ

た排出削減率である。 
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図 4.21 排出削減率 

 

図 4.22はDICEモデルと本モデルの排出削減率および投資をコントロールして得た最適解

での炭素税の結果である。炭素税は DICEモデルの結果は 25ドル/トン C で安定している

が、本モデルでは 7ドル/トン C程度となっている。この違いは、二酸化炭素の排出/産出比

(σ)が、DICEモデルに比べ、1.5倍程度大きく、排出削減率が 2/3程度になっているため、

本モデルのほうが、DICEモデルの 1/3程度になっている。 

3/1
5.1

)3/2( 1887.2

≈
−

···························································(4.1) 

図 3.9のMedian値が正しいとすれば、本モデルの結果の方が正しいといえる。 

図 4.23は本モデルで、目的関数に温暖化の影響を考慮した場合の炭素税である。いずれ

の場合も、排出削減率が大きいことから炭素税は高額となっている。この高額な炭素税を
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導きだした温度と導入した効用関数は、関数系は未確認ではあるが、効用関数の選択によ

っては温度安定化の選択肢もありうることを意味している。逆のいい方をすれば、この炭

素税を受け入るという効用をもつならば、温度の安定化も可能でありうることになる。こ

の効用とコスト（炭素税）との関係は、アンケート調査などで把握する必要があるが、今

後の研究を待ちたい。 
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図 4.22 投資および排出削減率のコントロールによる最適化に対応する炭素税 
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図 4.23 温度依存の目的関数を使い、投資および排出削減率のコントロールによる最適化
に対応する炭素税 
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4.54.54.54.5    そのそのそのその他他他他    
（（（（１１１１））））    純貯蓄率純貯蓄率純貯蓄率純貯蓄率    

 純貯蓄率は式(4.2)で算出される。また、純資本収益率は式(4.4)で求めることができる。 

Q
KI ⋅−=−= δ

総生産
資本減耗投資

純貯蓄率 ·······························(4.2) 

生産関数は、式(3.1)に記述したが、資本の限界生産性は式(4.3)で求められる。 

K
Q

dK
dQ

LAKQ

γ

γγ

=

Ω= −1

·····································································(4.3) 

したがって、資本の限界生産性から減価償却率を差し引いて、純資本収益率を求めること

ができる。 

δγ −
K
Q

純資本収益率＝ ······················································(4.4) 

主なケースの純貯蓄率を図 4.24に、純資本収益率を図 4.25に示す。本モデルの結果はほと

んど同じ値を示し、DICEモデルの結果が若干低めの結果となっている。 
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図 4.24 純貯蓄率 
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(2)(2)(2)(2)    純資本収益率純資本収益率純資本収益率純資本収益率    

純資本収益率は DICE モデルの結果も含みほぼ同じ値となっている。全体的な傾向は時

間の経過に伴って減衰している。元来、資本収益率が減少すれば、割引率も時間と共に減

少しなければならないから、割引率一定の仮定は、問題なのかもしれない。 

0.06 

0.04 

0.02 

2000 2060 2120 2180 2240 2300
Time (year)

1/年 

 

図 4.25 純資本収益率 
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（（（（３３３３）））） 変数変数変数変数のののの時間変化時間変化時間変化時間変化    

    本研究で算出した各種変数の時系列変化を図 4.26に示す。 

①①①①    割引総効用割引総効用割引総効用割引総効用    

割引総効用の各ケース（臨界値、感度別）は、ほぼ同じ形状で推移している。臨界値が大

きい場合や感度が高い場合には効用のピークが低くなるが、これは、大気温度が高くなる

と効用を下げる効果があり、効用全体が低下したことを意味する。効用の低下が消費を抑

え、最終的には世界総生産を低下させることになる。 

②②②②    消費消費消費消費    

 消費は、世界総生産の割引総効用を最大化させるように決定される。世界総生産が増え

れば、温暖化が進み、世界総効用が減少して、結局消費を抑えるように働くから、温度臨

界値や感度が強まれば（温暖化の危機感が強まれば）結局、消費が抑えられるという結果

である。 

③③③③    投資投資投資投資・・・・資本資本資本資本・・・・資本減耗資本減耗資本減耗資本減耗    

投資は、政策変数になっており、割引総効用を最大化するように、この投資をコントロ

ールする。世界総生産は労働分配率が 0.75と高いため、人口の影響が非常に高くなる。人

口は前章 3.8で述べたが、人口の伸びが大きく、技術革新は思いのままに達成できないとす

れば、温暖化を抑えるために世界総生産を抑えることを考えると、生産関数の構造から、

投資を抑えることでしか効用を高められない。資本減耗も投資が少ないため低い水準で推

移するようになる。 

④④④④    二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量・・・・排出削減率排出削減率排出削減率排出削減率    

大気温度が上昇することは、損害額を上昇させ、温度上昇に感応する効用を下げるため、

温度臨界値が低ければ低いほど、感度が高ければ高いほど、消費が抑えられ、世界総生産

の減少をもたらし、結果として二酸化炭素排出量が減少する。また、政策変数として排出

削減率があり、この変数をコントロールすることで、世界総生産に影響を与える損害額を

減少させ、ひいては効用を増大させることを目的としている。 

⑤⑤⑤⑤    損害額損害額損害額損害額    

損害額は大気二酸化炭素濃度の上昇によって、大気温度が上昇し、海面上昇や砂漠化な

どによる経済的損失が生じる。これは温度が上昇するに従い指数的に増加していくが、効
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用に温暖化の影響を加味することで、消費行動が変化し、消費を抑えられ、それに見合う

ように生産が抑制されて排出が削減され、損害額を減らすに至る。 

⑥⑥⑥⑥    大気圏大気圏大気圏大気圏のののの二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素    

大気圏の二酸化炭素は、DICEモデルより低く抑えられるが、効用関数の温度臨界値が3℃

の 2ケース（感度 0.1および 0.2）の場合に 2300年までに安定化させる。温度臨界値 5℃

では、緩やかに上昇を続ける。 

⑦⑦⑦⑦    森林生態系森林生態系森林生態系森林生態系のののの二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素    

森林生態系に固定されている二酸化炭素は、現時点では 500GTonC 程度であるが、効用

関数のケースによって、排出量が変り、大気濃度の減少を通じて、森林生態系で取り込ま

れる二酸化炭素量も変化する。温度臨界値 5℃、感度 0.1では大気中の二酸化炭素量の増加

にともない、増加を続ける。他のケースの森林生態系二酸化炭素固定量は、ほぼ安定化傾

向にある。 

⑧⑧⑧⑧    海洋表層海洋表層海洋表層海洋表層でのでのでのでの二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素、、、、深層深層深層深層(1100m)(1100m)(1100m)(1100m)でのでのでのでの二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素    

海洋二酸化炭素も大気濃度と同様の傾向を示す。海洋表層では大気二酸化炭素の影響を大

きく受け高い二酸化炭素となるが、深層では二酸化炭素が高い濃度で閉じ込められている

ため、表層の二酸化炭素変化が大きくても深層では時間的に遅れが生じると共に、小さな

ものになる。 

⑨⑨⑨⑨    大気温度大気温度大気温度大気温度、、、、海洋下層温度海洋下層温度海洋下層温度海洋下層温度    

大気温度は効用関数の温度依存の各ケースで、温度は逓減傾向にある。特に、温度臨界

値 3℃の場合には 2300年で安定化している。また、海洋下層では、上層の温度が逓減傾向

を示しても、増加を続け、2300年においても全てのケースで増加傾向にある。 
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図 4.26 各種変数の時系列変化（１） 
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図 4.26 各種変数の時系列変化（2）    
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5.5.5.5.    京都議定書京都議定書京都議定書京都議定書におけるにおけるにおけるにおける植林植林植林植林のののの効果効果効果効果    
 前章までは、本研究で拡充した DICE モデルの構造と結果を記述してきたが、本章では

このモデルを用いて、京都議定書における植林の効果をどのように評価するかを論ずる。 

 

5.5.5.5.１１１１    植林植林植林植林のののの効果効果効果効果のののの定義定義定義定義    
 二酸化炭素排出削減を緩和する目的で植林を見たとき、排出削減必要量を植林の吸収に

よって代替することは、限界的に１GtC/年を排出削減する費用（限界排出削減費用）が、

限界的に１GtC/年を吸収する植林費用（限界植林費用）を上回った場合に起きると考える

ことは合理的である。 

今、図 5.1の例を見ると、限界排出削減費用曲線と限界植林費用曲線の交点から、植林の

効率的開始時期は、2015年前後となる。 

限界排出削減費用曲線が限界植林費用曲線を上回る領域では、植林することで、限界排

出削減費用（炭素税）の軽減にもつながる。しかし、植林には限度があり、植林可能面積

に相当する二酸化炭素固定量が最大の排出削減代替量となる。植林可能面積と排出削減量

との関係で、以下のように区分できる。 

① 二酸化炭素排出削減の限界費用が二酸化炭素の植林限界費用よりも小さい場合に、

代替は経済的には不必要で、植林を行わない方がよい。 

② 二酸化炭素排出削減の限界費用が二酸化炭素の植林限界費用よりも大きい場合には、

更に、図 5.2にあるように、2つの場合が考えられる。 

• 排出削減量が、植林可能面積に対応する二酸化炭素固定量を上回る場合は、植

林可能面積の植林を実施し、残りを排出削減とする方法が経済的に有利である。 

• 植林可能面積の二酸化炭素固定量が、排出削減量を超える場合には、排出削減

量全てを植林で代替することが、経済的には有利となる。 

 このように、本研究での植林の効果とは、植林することによる排出削減を緩和する量的

及び経済的優位性と定義する。 
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図 5.1 排出削減の限界費用と植林の限界費用との比較例 

図 5.2 排出削減の植林による代替イメージ 
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5.5.5.5.２２２２    京都議定書京都議定書京都議定書京都議定書のののの規制水準規制水準規制水準規制水準とととと植林植林植林植林のののの規定規定規定規定    
    本モデルを使用して、京都議定書の「植林および新植林」の評価を行う。モデルは全球

モデルであるから、全球レベルでの削減率が必要となる。京都議定書は、先進国の削減率

は明記しているが、発展途上国は明記されていない。一応の目安として、京都議定書では

先進国平均で 2008年から 2012年に 1990年排出の 5%削減を目標として設定したとしてい

る。本研究では全球レベルでも 2012年に 1990年排出の 5%削減と仮定する。また、4章ま

では割引効用最大化を目的関数として算定してきたが、全球レベルで、大気に排出される

量が、1990 年排出の５%削減と仮定しているから、目的関数を以下のように変更し、その

結果に基づき、そのときの植林の効果を計測した。 

 

 )/(:)(

))1990(95.0)((min 2

2010

YeartCtE

EtEObj
t

排出量

⋅−= ∑
>

····················································(5.1) 
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5.5.5.5.３３３３    植林植林植林植林ののののモデルモデルモデルモデル化化化化    
3章の3.5で森林生態系の二酸化炭素固定をモデル化したが、そこには植林は含まれていな

かった。 

本節では、式(3.30)を植林の効果がどのように、二酸化炭素固定化に寄与するかを表現でき

るモデルに改良する。 

森林生態系の二酸化炭素固定化の状況を考えると、森林生態系は森林伐採や森林火災な

どによって影響を受けており、これらの影響は9(GtC/年)程度（IPCC[2001e]）と見積もら

れている。この値は、純一次生産に依存していると考えるより、森林の存在全量に依存す

ると考える方が自然であり、森林に固定されている炭素500Gt(IPCC[2001e])から年平均減

少率を見積もると、0.018(ライフタイム55.6年)となる。一方、WRI[1998]によれば、実際

の森林減少は、1990年から1995年の5年間で35億haから34.5億haに減少していることから、

年平均で0.113億haが減少していることになり、年平均減少率は指数関数と考えれば

0.00288(ライフタイム312年)となる。年平均森林面積減少率(0.00288)と森林伐採や森林火

災による森林の減少率（0.018）の差が植林による影響と考えれば、1990年以降の植林面積

の増加率は、0.0148 として考えることができる。また、純一次生産量が森林生態系に取り

込まれる量は、1990年時点では１GtC（IPCC[2001e]）と見積もれるから、ストックとし

て考えられる純生態系生産量(NBP) (500GtC)から見れば、59GtCが消失したことになり、

年間減少率0.118となる。 

森林面積をAFとして森林面積の減少をモデル化すれば、 

年）森林の減少率

年植林面積

）森林面積

/00288.0(:
)/(:

(:

)()()(

d

d

r
haA

haFO

tFOrtA
dt

tdFO ⋅−=

·············································(5.2) 

式(5.1)を時間増分1年として差分表示し、さらに1990年の森林面積で標準化すれば、次式

を得る。 

)1990(
)1()1(

)1990(
)(

)1990(
)(

FO
tFOr

FO
tA

FO
tFO

d
−−+= ···································(5.3) 

また、植林による純一次生産増加の効果は、前章で導出した式(3.30)において、土壌の変
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化はなく、植生区分の面積比率に変化がないとして、1990年に対する森林面積の増加分だ

け純一次生産量が増加すると仮定すれば、式(5.4)を得る。 
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)1990(
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···························(5.4) 

t時点の植林率に置き換えて、さらに森林面積の減少を、NBPの減少に含まれるとして、次

式を得る。 

( )

年）

る累積的植林率年の森林面積に対応す時点の
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5.5.5.5.４４４４    植林植林植林植林のののの限界費用限界費用限界費用限界費用    
 植林のコストは、各国のGDPに依存するはずであり、さらに土地の有限性により植林面

積の増加によって植林コストは上昇すると考えられるが、全球一様として考える本モデル

では、簡単のため1haあたりの植林コストを一定として扱う。累積的植林率(1990年の森林

面積に対する累積的植林面積の比率)を )(tR f とすれば、累積的な植林によって生じる費用

は既に式(3.40)に記述したように、次式で表される。 

)(1990:
)/$800(:

:

)()(

0

0
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また、植林によってある時間に NBPとして固定される二酸化炭素は、式(5.5)の左辺をフ

ラックスとして定義すれば次式を得る。 
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今、植林による二酸化炭素取り込みによる限界費用は、次式で表される。これは、NBP

フラックスで吸収される炭素 1単位を植林で増やす場合のコスト（限界植林費用）である。 
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 限界植林費用は式(5.8)で算出できる。結果は、図 5.3のとおりである。この図から、植林

開始時期は 2010～2015頃がコスト的には有利だという結果が読み取れる。 
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限界削減費用限界削減費用限界削減費用限界削減費用とととと限界植林費用限界植林費用限界植林費用限界植林費用  
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図 5.3 限界削減費用（炭素税）と限界植林費用 
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5.5.5.5.５５５５    代替累積植林率代替累積植林率代替累積植林率代替累積植林率とととと累積植林面積累積植林面積累積植林面積累積植林面積    
 二酸化炭素排出削減量に相当する推定累積植林率 fR̂ は式(5.9)で与えられる。これは、式

(5.7)で示される森林生態系による二酸化炭素の吸収フラックスと式(3.42)の排出削減量 dE

が等しいとして、それに相当する累積植林率を式(5.5)から逆算していることになる。 
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累積植林面積は次式で求められる。 
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 代替利益は式(3.39)の排出削減コスト TCと上記植林面積 AFAから次式で求められる。 

 ))1()(()()( −−⋅−= tAFAtAFAACtTCtSB ·············································(5.11) 

この代替利益が、植林の経済的効果として判断できる。 

累積植林面積は植林可能面積 744Mha の場合について推定した結果は図 5.4 のとおりで

ある。20年程度で植林可能面積全てを植林することが効果的である。2070年頃までは同じ

増加傾向をしめし、この時期の増加が最も大きくなっている。 
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図 5.4 累積植林面積 
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5.5.5.5.６６６６    大気圏大気圏大気圏大気圏からからからから森林生態系森林生態系森林生態系森林生態系へのへのへのへの二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素フラックスフラックスフラックスフラックスとととと固定量固定量固定量固定量    
植林によって大気圏から植物圏への二酸化炭素フラックスは増加するが、植林面積が

一定になると、あとは、植林可能面積を維持するための植林のみとなり、植林面積の増

加傾向の大きい 2040年から 2070年ころまでがフラックスのピークとなり、それ以降は

植林面積の逓減によって、フラックスは減少していく。図 5.5 は 2050 年頃をピークと

してフラックスは減少していくことを示している。 

 植林をした場合には、木が成長する過程で二酸化炭素の固定量は増加するが、伐採や

火災、枯死などに減少要因もあって、ある一定の植林面積を維持する場合、植物圏に固

定する二酸化炭素のフラックスは、ほぼ一定となる。植林で、フラックスを一時的に増

加させることはできても、持続的に高いフラックスを維持することは困難である。図 5.6

は森林生態系における二酸化炭素固定量の推移を現している。植林しない場合と植林し

た場合で比較してみると、2030年を中心に、最大で 2~2.5GtCだけ植林の効果が出てい

るが、ほぼ、植林可能面積に至る 2090年以降は大気圏と森林生態系での収支のバラン

スがとれてしまう結果となる。森林生態系での固定量を見てみると、2090年頃までは、

植林の影響で植林しない場合に比べ、大きな増加傾向を示すが、それ以降の増加傾向は

植林をしなかった場合と同じになる。これは、森林生態系が植林によって、あるレベル

に到達し、その後は二酸化炭素の増加による増殖効果で、植林をしなかった場合と同じ

傾向となることを示している。 
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大気圏から植物圏への Flux 
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図図図図 5.55.55.55.5    大気圏大気圏大気圏大気圏からからからから植物圏植物圏植物圏植物圏へのへのへのへのフラックスフラックスフラックスフラックス 

森林生態系の CO2固定
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図図図図 5.65.65.65.6    森林生態系森林生態系森林生態系森林生態系のののの二酸化炭素固定量固定量固定量固定量    
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5.5.5.5.７７７７    排出量排出量排出量排出量とととと大気濃度大気濃度大気濃度大気濃度のののの推移推移推移推移    
図 5.7は植林によって、排出量を代替するとすれば、50年から 100年は１～２

GtC/Year(20%強)排出量を増加させることができることを示している。その結果として

現れる大気濃度は図 5.8に示されるように、植林を考えない排出削減のみの結果と同じ

濃度になっている。これは、排出削減で要求される排出量よりも、植林による吸収を考

慮して、排出量を増加させても、大気濃度には影響を与えないことを示している。 
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図図図図 5.75.75.75.7    二酸化炭素排出量排出量排出量排出量 

 

森林生態系での CO2固定 
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図図図図 5.85.85.85.8    森林生態系森林生態系森林生態系森林生態系でのでのでのでの二酸化炭素固定固定固定固定    
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5.5.5.5.８８８８    植林植林植林植林ののののコストコストコストコスト面面面面のののの効果効果効果効果    
植林が排出削減を代替すると考えれば、図 5.9に示したように、排出量が増加する分だけ

コストは減少し、図 5.10の植林のコスト分だけ増加すると考えることができる。 

排出削減費用は、2050年頃に排出削減のみの場合とのコスト的には 0.3兆ドル程度優位

となる。それ以降は、固定量の逓減に伴い、徐々に優位さは失われていく。 

 

排出削減費用 
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図図図図 5.95.95.95.9    排出削減費用排出削減費用排出削減費用排出削減費用    

 
また、図 5.10は排出削減を代替する植林費用の推移を示している。重ねグラフの下段は、

新規植林費用を示しており、2020年に一機にピークまで達し、800億ドル/年となっている。

その後減衰して、2100年以降、新規植林は行われていない。ところで、累積植林面積を維

持するためには森林伐採や、森林火災などの既存の森林や新規植林の減少要因を加味して

再植林を行う必要がある。再植林は年 0.00288（WRI [2000]）指数関数的に減少すると仮

定して、既存の森林については 1990年レベルの 35.1億 ha（WRI[2000]）を維持し、新植

林も同じ割合で減少すると仮定して植林費用を算出した。 

重ねグラフの上段が森林管理費用である。合計費用は 2020 年頃に 1200~1300 億$/year

の費用が生じ、徐々に減少するが、2100年以降には 400億$/Yearの森林維持管理費用が生

じる。 
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植林費用と森林管理費用
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図図図図 5.105.105.105.10    植林費用植林費用植林費用植林費用とととと植林管理費用植林管理費用植林管理費用植林管理費用 

 

 最後に、図 5.9の植林することで得られる排出削減の緩和の利益と、図 5.10の植林の

費用を比較し、総合的に植林のメリットが得られるかどうかを判断する。 

排出削減の緩和メリットは、図 5.9の「植林なし」の場合から「植林で代替」の場合を差

し引いて得られる。この排出削減緩和利益と植林費用を同一の図に示したものが図 5.11で

ある。植林の費用発生に比べ排出削減の緩和メリットは遅れて生じるが、コスト的には、

2100年頃までは排出削減緩和利益が見て取れる。 

さらに、排出削減緩和利益から植林コストを減じて植林による排出削減代替利益を計算

してみると、図 5.12となる。 

この図は、初期の段階では森林の維持管理や新規植林によって損失が生じるが、2030か

ら 2100年にかけて、最大で 2000億$/Year の利益を生じる結果を示している。 

初期費用は若干必要となるが、2100年頃までは、削減メリットが生じ、排出削減を緩和

できるので、京都議定書の削減目標が厳しい各国はもちろん、世界レベルで協調して初期

の段階に集中的に植林を実施することで、京都議定書の実現可能性が高まると考えられる。 
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排出削減緩和利益と植林費用

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

2000 2050 2100 2150 2200 2250 2300

年

兆$/年

排出削減利益 植林費用

 
図図図図 5.115.115.115.11    排出削減緩和利益排出削減緩和利益排出削減緩和利益排出削減緩和利益とととと植林費用植林費用植林費用植林費用    

    
 

植林による排出削減代替利益
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図図図図 5.125.125.125.12    植林植林植林植林によるによるによるによる排出削減代替利益排出削減代替利益排出削減代替利益排出削減代替利益 
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６６６６．．．．    結結結結    論論論論    
1997年候変動枠組条約第3回締約国会議(COP3)で採択された京都議定書は、先進国にた

いする二酸化炭素削減目標を設定している。この厳しい削減目標の緩和策として、「新規

植林および再植林で吸収する正味の炭素量を各国の削減量に加味」できるとする条項およ

び「他の国での温室効果ガスの削減量を自国の削減目標に加味」できる条項が付け加えら

た。しかし、政治的にはもとより、科学的にもその数値レベルは決定できなかった。その

後、2001年に開催されたCOP6の再会合で、加味される数値レベルが決定されたものの、そ

の実態は、日本、ロシア、カナダに対する政治的な譲歩にすぎなかった。しかし、依然と

して、植林による二酸化炭素吸収の効果は科学的には解明されていない。すなわち、植林

は、土壌、地域気候に大きく左右され、詳細に把握しなければ、その効果を評価できない

ため、削減量を植林で緩和する緩和策が実施困難な状況であった。 

しかし、将来の土地利用変化など前提された条件で、土壌、気候の地域的特性の平均像

をマクロ的に把握すれば、排出削減緩和効果の定量的把握は可能である。本研究の目的は、

排出削減の緩和策としての植林の二酸化炭素吸収効果を時系列かつマクロレベルで計測し、

定量化する方法を確立することである。 

ところで、将来の削減率を時系列で予測するとき、将来時点の排出量を知る必要がある。

二酸化炭素の排出量は経済成長と共に増えると考えられ、将来の削減率は経済成長に依存

する。したがって、経済成長を推定するマクロモデルが必要となる。 

本研究では、Nordhaus[1994]の DICE モデル(Dynamic Integrated model of Climate 

and the Economy)を拡充して、植林の二酸化炭素吸収効果を評価できるものとした。DICE

モデルを拡充したポイントは以下のとおりである。 

①  DICE モデルには含まれていない森林生態系による吸収のモデル化では、

Lieth(1975), Esser(1991)の理論をベースとして森林生態系における純一次生産量

(光合成で吸収される二酸化炭素のうち、呼吸で排出される二酸化炭素を差し引いた

正味の炭素固定量)を推定する全球レベルの簡易な推定式を導出した。さらに、この

推定式に植林による二酸化炭素吸収量の変動を加味し、植林の効果を推定できるも

のとした。 

②  海洋での二酸化炭素吸収のモデル化において、DICE モデルでは 2層の構造とな
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っており、吸収も濃度勾配に依存する形態になっていた。本モデルでは現実に合致

するように大気と海洋上層での二酸化炭素の化学平衡を考慮し、さらに、海洋深層

への輸送は、海洋を多層に分割して、輸送の遅れを表現できるものとした。 

③  DICEモデルでは、効用は消費のみの関数となっているが、「地球にやさしい」製

品の選択購買、環境税の受け入れなどは、実際の効用が消費ばかりではなく、環境

レベルにも影響を受けることを意味している。本研究では、人間の温暖化に対する

感受性を効用関数に取込み、モデル化した。 

 このモデルの拡充と、京都議定書の植林の効果を科学的に定式化することで、以下の知

見が得られた。 

①  京都議定書の植林の有効性評価により、排出規制を緩和する手段としての植林は、

初期費用が生じるが、その後 70～80年は植林の排出規制代替利益が生じ、有効で

あることがわかった。(図 5.7、図 5.11)  

 また、植林は、二酸化炭素の限界削減費用と限界植林費用の交差する時点に開始

するのが最も経済的効果が高くなることが示された。(図 5.3) 

② DICEモデルの海洋における二酸化炭素吸収では、理論的に推定されたように長期

的には本モデルに比べ過大推定となることが示された。(図 4.6) 

③  DICEモデルと同じ効用関数を用いた政策変数の最適化では、DICEモデル同様

に排出を増加させ、気温を上昇させる結果（図 4.11、図 4.15）となったが、人間の

温暖化に対する感受性を考慮した効用関数を用いた場合、炭素税(図 4.23)と同程度

の負担を受け入るなら、温度は安定化させ得ることが示された。(図 4.16、図４．20)  

本研究は、地球環境問題の解決のための施策の一つとして、京都議定書の条項にある「植

林効果の加味」を定量的に把握し、その効果を評価した。この結果、今後 100 年程度にわ

たる植林が有効であることを明確化できた。京都議定書の削減目標が厳しい各国は、協調

して初期の段階に集中的に植林を実施することで、京都議定書の実現可能性が高まると考

えられ、この提言が、本研究の政策上の意義であるといえよう。 

しかし、このような方策をとらなくても、楽観的には、外的条件として「エネルギーの

脱炭素化の進展」と「生産性（技術係数）の限りなき向上」といった技術的課題を解決で

きれば、全く違った道筋で、この温暖化問題を解決できることは言うまでもない。 
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